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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　レーザ発振器と、
　前記レーザ発振器から射出したレーザビームを、長辺方向と短辺方向とを有する線状の
ビームスポットに成形する光学系と、
　を有するレーザ照射装置であって、
　前記光学系は、
　前記レーザ発振器から射出したレーザビームを前記長辺方向に分割する第１のシリンド
リカルレンズアレイと、
　前記第１のシリンドリカルレンズアレイで分割されたレーザビームを重畳する第１のシ
リンドリカルレンズと、
　前記レーザ発振器から射出したレーザビームを前記短辺方向に分割する第２のシリンド
リカルレンズアレイと、
　前記第２のシリンドリカルレンズアレイで分割されたレーザビームを重畳して、短辺方
向のエネルギー分布が均一化された均一面を形成する第２のシリンドリカルレンズと、
　前記均一面を照射面に投影する第３のシリンドリカルレンズと、
　を有し、
　前記第２のシリンドリカルレンズと前記第３のシリンドリカルレンズとの間に前記第１
のシリンドリカルレンズが配置され、
　前記第１のシリンドリカルレンズで前記均一面の位置のずれを発生させ、前記均一面か
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ら前記第３のシリンドリカルレンズまでの距離が前記レーザビームの画角によらず一定と
なるようにすることを特徴とするレーザ照射装置。
【請求項２】
　レーザ発振器と、
　前記レーザ発振器から射出したレーザビームを、長辺方向と短辺方向とを有する線状の
ビームスポットに成形する光学系と、
　を有するレーザ照射装置であって、
　前記光学系は、
　前記レーザ発振器から射出したレーザビームを前記長辺方向に分割する第１のシリンド
リカルレンズアレイと、
　前記第１のシリンドリカルレンズアレイで分割されたレーザビームを重畳する第１のシ
リンドリカルレンズと、
　前記レーザ発振器から射出したレーザビームを前記短辺方向に分割する第２のシリンド
リカルレンズアレイと、
　前記第２のシリンドリカルレンズアレイで分割されたレーザビームを重畳して、短辺方
向のエネルギー分布が均一化された均一面を形成する第２のシリンドリカルレンズと、
　前記均一面を照射面に投影する第３のシリンドリカルレンズと、
　を有し、
　前記第２のシリンドリカルレンズと前記第３のシリンドリカルレンズとの間に前記第１
のシリンドリカルレンズが配置され、
　前記第２のシリンドリカルレンズにより形成される前記均一面の位置は、前記第１のシ
リンドリカルレンズの屈折の影響を受けて、前記第１のシリンドリカルレンズが無いとき
に形成される均一面の位置よりも照射面寄りにずれて形成され、
　前記均一面から前記第３のシリンドリカルレンズまでの距離が前記レーザビームの画角
によらず一定となるように、前記第１のシリンドリカルレンズの曲率半径が調整されてい
ることを特徴とするレーザ照射装置。
【請求項３】
　レーザ発振器と、
　前記レーザ発振器から射出したレーザビームを、長辺方向と短辺方向とを有する線状の
ビームスポットに成形する光学系と、
　を有するレーザ照射装置であって、
　前記光学系は、
　前記レーザ発振器から射出したレーザビームを前記長辺方向に分割する第１のシリンド
リカルレンズアレイと、
　前記第１のシリンドリカルレンズアレイで分割されたレーザビームを重畳する第１のシ
リンドリカルレンズと、
　前記レーザ発振器から射出したレーザビームを前記短辺方向に分割する第２のシリンド
リカルレンズアレイと、
　前記第２のシリンドリカルレンズアレイで分割されたレーザビームを重畳して、短辺方
向のエネルギー分布が均一化された均一面を形成する第２のシリンドリカルレンズと、
　前記均一面を照射面に投影する第３のシリンドリカルレンズと、
　を有し、
　前記第２のシリンドリカルレンズと前記第３のシリンドリカルレンズとの間に前記第１
のシリンドリカルレンズが配置され、
　前記第１のシリンドリカルレンズで前記均一面の位置のずれを発生させ、画角の大きな
レーザビームによる前記均一面から前記第３のシリンドリカルレンズまでの距離と画角の
小さなレーザビームによる前記均一面から前記第３のシリンドリカルレンズまでの距離と
が等しくなるようにすることを特徴とするレーザ照射装置。
【請求項４】
　請求項１乃至３のいずれか一において、前記第１のシリンドリカルレンズアレイを形成
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するシリンドリカルレンズには、レンズの母線に対して左右の幅が異なるシリンドリカル
レンズが用いられ、前記第１のシリンドリカルレンズアレイを形成する全てのシリンドリ
カルレンズは、前記均一面から前記第３のシリンドリカルレンズまでの距離が前記レーザ
ビームの画角によらず一定となるように設計されていることを特徴とするレーザ照射装置
。
【請求項５】
　請求項１乃至３のいずれか一において、前記第１のシリンドリカルレンズアレイを形成
するシリンドリカルレンズには、レンズの母線に対して左右の幅が等しいシリンドリカル
レンズと、レンズの母線に対して左右の幅が異なるシリンドリカルレンズとが用いられ、
前記第１のシリンドリカルレンズアレイを形成する全てのシリンドリカルレンズは、前記
均一面から前記第３シリンドリカルレンズまでの距離が前記レーザビームの画角によらず
一定となるように設計されていることを特徴とするレーザ照射装置。
【請求項６】
　レーザ発振器と、
　前記レーザ発振器から射出したレーザビームを、長辺方向と短辺方向とを有する線状の
ビームスポットに成形する光学系と、
　を有するレーザ照射装置であって、
　前記光学系は、
　前記レーザ発振器から射出したレーザビームを前記長辺方向に分割する第１のシリンド
リカルレンズアレイと、
　前記第１のシリンドリカルレンズアレイで分割されたレーザビームを重畳する第１のシ
リンドリカルレンズと、
　前記レーザ発振器から射出したレーザビームを前記短辺方向に分割する第２のシリンド
リカルレンズアレイと、
　前記第２のシリンドリカルレンズアレイで分割されたレーザビームを重畳して、短辺方
向のエネルギー分布が均一化された均一面を形成する第２のシリンドリカルレンズと、
　前記均一面を照射面に投影する第３のシリンドリカルレンズと、
　を有し、
　前記第２のシリンドリカルレンズと前記第３のシリンドリカルレンズとの間に前記第１
のシリンドリカルレンズが配置され、
　前記第１のシリンドリカルレンズで前記均一面の位置のずれを発生させ、画角の大きな
レーザビームによる前記均一面から前記第３のシリンドリカルレンズまでの距離が画角の
小さなレーザビームによる前記均一面から前記第３のシリンドリカルレンズまでの距離よ
りも短くなるようにすることを特徴とするレーザ照射装置。
【請求項７】
　請求項１乃至６のいずれか一において、前記レーザ発振器には、エキシマレーザ、ＹＡ
Ｇレーザ、ガラスレーザ、ＹＶＯ４レーザ、ＹＬＦレーザまたはＡｒレーザを用いること
を特徴とするレーザ照射装置。
【請求項８】
　レーザ発振器から射出したレーザビームを、第１のシリンドリカルレンズアレイ及び第
２のシリンドリカルレンズアレイを通過させることにより長辺方向および短辺方向に分割
し、
　前記分割されたレーザビームを、第２のシリンドリカルレンズを通過させることにより
前記短辺方向に分割されたレーザビームを重畳させ、さらに第１のシリンドリカルレンズ
を通過させることにより、前記短辺方向に重畳されたレーザビームを屈折させ、前記短辺
方向のエネルギー分布が均一化された均一面の位置を、前記第１のシリンドリカルレンズ
が無いときに形成される均一面の位置よりも照射面寄りに形成するとともに、前記長辺方
向に分割されたレーザビームを重畳させ、
　前記均一面を第３のシリンドリカルレンズにより照射面に投影し、かつ前記長辺方向に
分割されたレーザビームを前記照射面において重ね合わせることにより、長辺方向と短辺
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方向とを有する線状のビームスポットを前記照射面に照射するレーザ照射方法であって、
　前記均一面から前記第３のシリンドリカルレンズまでの距離が前記レーザビームの画角
によらず一定となるように前記均一面を形成することを特徴とするレーザ照射方法。
【請求項９】
　レーザ発振器から射出したレーザビームを、第１のシリンドリカルレンズアレイ及び第
２のシリンドリカルレンズアレイを通過させることにより長辺方向および短辺方向に分割
し、
　前記分割されたレーザビームを、第２のシリンドリカルレンズを通過させることにより
前記短辺方向に分割されたレーザビームを重畳させ、さらに第１のシリンドリカルレンズ
を通過させることにより、前記短辺方向に重畳されたレーザビームを屈折させ、前記短辺
方向のエネルギー分布が均一化された均一面の位置を、前記第１のシリンドリカルレンズ
が無いときに形成される均一面の位置よりも照射面寄りに形成するとともに、前記長辺方
向に分割されたレーザビームを重畳させ、
　前記均一面を第３のシリンドリカルレンズにより照射面に投影し、かつ前記長辺方向に
分割されたレーザビームを前記照射面において重ね合わせることにより、長辺方向と短辺
方向とを有する線状のビームスポットを前記照射面に照射するレーザ照射方法であって、
　前記均一面から前記第３のシリンドリカルレンズまでの距離が前記レーザビームの画角
によらず一定となるように前記第１のシリンドリカルレンズの曲率半径を調整することを
特徴とするレーザ照射方法。
【請求項１０】
　レーザ発振器から射出したレーザビームを、第１のシリンドリカルレンズアレイ及び第
２のシリンドリカルレンズアレイを通過させることにより長辺方向および短辺方向に分割
し、
　前記分割されたレーザビームを、第２のシリンドリカルレンズを通過させることにより
前記短辺方向に分割されたレーザビームを重畳させ、さらに第１のシリンドリカルレンズ
を通過させることにより、前記短辺方向に重畳されたレーザビームを屈折させ、前記短辺
方向のエネルギー分布が均一化された均一面の位置を、前記第１のシリンドリカルレンズ
が無いときに形成される均一面の位置よりも照射面寄りに形成するとともに、前記長辺方
向に分割されたレーザビームを重畳させ、
　前記均一面を第３のシリンドリカルレンズにより照射面に投影し、かつ前記長辺方向に
分割されたレーザビームを前記照射面において重ね合わせることにより、長辺方向と短辺
方向とを有する線状のビームスポットを前記照射面に照射するレーザ照射方法であって、
　画角の大きなレーザビームによる前記均一面から前記第３のシリンドリカルレンズまで
の距離と画角の小さなレーザビームによる前記均一面から前記第３のシリンドリカルレン
ズまでの距離とが等しくなるように前記均一面を形成することを特徴とするレーザ照射方
法。
【請求項１１】
　請求項８乃至１０のいずれか一において、前記第１のシリンドリカルレンズアレイを形
成するシリンドリカルレンズには、レンズの母線に対して左右の幅が異なるシリンドリカ
ルレンズを用い、前記第１のシリンドリカルレンズアレイを形成する全てのシリンドリカ
ルレンズは、前記均一面から前記第３のシリンドリカルレンズまでの距離が前記レーザビ
ームの画角によらず一定となるように設計されていることを特徴とするレーザ照射方法。
【請求項１２】
　請求項８乃至１０のいずれか一において、前記第１のシリンドリカルレンズアレイを形
成するシリンドリカルレンズには、レンズの母線に対して左右の幅が等しいシリンドリカ
ルレンズと、レンズの母線に対して左右の幅が異なるシリンドリカルレンズとを用い、前
記第１のシリンドリカルレンズアレイを形成する全てのシリンドリカルレンズは、前記均
一面から前記第３のシリンドリカルレンズまでの距離が前記レーザビームの画角によらず
一定となるように設計されていることを特徴とするレーザ照射方法。
【請求項１３】
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　レーザ発振器から射出したレーザビームを、第１のシリンドリカルレンズアレイ及び第
２のシリンドリカルレンズアレイを通過させることにより長辺方向および短辺方向に分割
し、
　前記分割されたレーザビームを、第２のシリンドリカルレンズを通過させることにより
前記短辺方向に分割されたレーザビームを重畳させ、さらに第１のシリンドリカルレンズ
を通過させることにより、前記短辺方向に重畳されたレーザビームを屈折させ、前記短辺
方向のエネルギー分布が均一化された均一面の位置を、前記第１のシリンドリカルレンズ
が無いときに形成される均一面の位置よりも照射面寄りに形成するとともに、前記長辺方
向に分割されたレーザビームを重畳させ、
　前記均一面を第３のシリンドリカルレンズにより照射面に投影し、かつ前記長辺方向に
分割されたレーザビームを前記照射面において重ね合わせることにより、長辺方向と短辺
方向とを有する線状のビームスポットを前記照射面に照射するレーザ照射方法であって、
　画角の大きなレーザビームによる前記均一面から前記第３のシリンドリカルレンズまで
の距離が画角の小さなレーザビームによる前記均一面から前記第３のシリンドリカルレン
ズまでの距離よりも短くなるように前記均一面を形成することを特徴とするレーザ照射方
法。
【請求項１４】
　請求項８乃至１３のいずれか一において、前記レーザ発振器には、エキシマレーザ、Ｙ
ＡＧレーザ、ガラスレーザ、ＹＶＯ４レーザ、ＹＬＦレーザまたはＡｒレーザを用いるこ
とを特徴とするレーザ照射方法。
【請求項１５】
　基板上に半導体膜を形成し、
　請求項８乃至１３のいずれか一において、前記照射面において重ね合わせた線状のビー
ムスポットを前記半導体膜に対して相対的に走査することを特徴とする半導体装置の作製
方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、半導体膜などにレーザビームを照射し、結晶化、再結晶化又はイオン注入後
の活性化をするレーザ照射装置およびレーザ処理方法に関する。また、本発明は、多結晶
質あるいは多結晶質に近い状態の半導体膜にレーザビームを照射し、半導体膜の結晶性を
向上させるレーザ照射装置およびレーザ処理方法に関する。以下、上記のような処理をレ
ーザアニールと称す。また、前記レーザ処理の工程に含んで作製された半導体装置の作製
方法に関する。なお、ここでいう半導体装置とは、半導体特性を利用することで機能しう
る装置全般を指し、液晶表示装置やエレクトロルミネッセンス（ＥＬ）表示装置等の電気
光学装置及び該電気光学装置を部品として含む電子装置も含まれるものとする。
【背景技術】
【０００２】
　近年、基板上にＴＦＴ（薄膜トランジスタ）を形成する技術が大幅に進歩し、アクティ
ブマトリクス型の半導体表示装置への応用開発が進められている。特に、多結晶半導体膜
を用いたＴＦＴは、従来の非晶質半導体膜を用いたＴＦＴよりも電界効果移動度（単にモ
ビリティともいう）が高いので、高速動作が可能である。そのため、従来基板の外部に設
けられた駆動回路で行っていた画素の制御を、画素と同一の基板上に形成した駆動回路で
行う技術開発が進められている。
【０００３】
　ところで半導体装置に用いる基板は、コストの面から単結晶シリコン基板よりも、ガラ
ス基板が有望視されている。ガラス基板は耐熱性に劣り、熱変形しやすいため、ガラス基
板上にポリシリコンＴＦＴを形成する場合には、ガラス基板の熱変形を避けるために、半
導体膜の結晶化にレーザアニールが用いられる場合が多い。
【０００４】
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　レーザアニール法の特徴は、輻射加熱或いは伝導加熱を利用するアニール法と比較して
処理時間を大幅に短縮できることや、半導体基板又は半導体膜を選択的、局所的に加熱し
て、基板に殆ど熱的損傷を与えないことなどが挙げられる。
【０００５】
　なお、ここでいうレーザアニール法とは、半導体基板又は半導体膜に形成されたアモル
ファス層を再結晶化する技術や、基板上に形成された非晶質半導体膜を結晶化させる技術
を指している。また、半導体基板又は半導体膜の平坦化や表面改質に適用される技術も含
んでいる。
【０００６】
　レーザアニールを行う場合、エキシマレーザ等の出力の大きいパルス発振式のレーザビ
ームを、被照射面において、数ｃｍ角の四角いスポットや、長さ１０ｃｍ以上の線状とな
るように光学系にて加工し、ビームスポットの照射位置を被照射面に対して相対的に走査
させる方法が、量産性が良く、工業的に優れているため好んで使用される。（例えば、特
許文献１参照）。
【０００７】
　特に、線状のビームスポットを用いると、前後左右の走査が必要な点状のビームスポッ
トを用いた場合とは異なり、線状のビームスポットの線方向に垂直な方向（以下、幅方向
と称する）だけの走査で被照射面全体にレーザビームを照射することができるため、高い
量産性が得られる。ここで線状のビームスポットとはアスペクト比が大きい長方形状のビ
ームスポットとする。ビームスポットの幅方向に走査するのは、それが最も効率のよい走
査方向であるからである。この高い量産性により、現在レーザアニールにはパルスレーザ
であるエキシマレーザから射出したレーザビームを適当な光学系で成形した線状のビーム
スポットを使用することが主流になりつつある。
【特許文献１】特開平８－１９５３５７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　近年レーザ発振器の大出力化により、前記線状のビームスポットの長さが従来より長い
ものの形成が可能となっている。これに伴い、レーザアニールの際に用いる基板の大面積
化がますます進んでいる。これは、１枚の基板から１つの液晶表示装置用パネルあるいは
ＥＬ表示装置用パネルなどの半導体装置を作製するより、１枚の大面積基板を用いて複数
の液晶表示装置用パネルあるいはＥＬ表示装置用パネルなどの半導体装置を作製する方が
、スループットが高く、コストの低減が実現できるためである。大面積基板として、例え
ば６００ｍｍ×７２０ｍｍの基板、円形の１２インチ（直径約３００ｍｍ）の基板等が使
用されるようになっている。さらに、将来的には一辺が２０００ｍｍを越える基板も用い
られるものと考えられる。
【０００９】
　しかしながら、例えば長さ３００ｍｍの線状のビームスポットを成形する光学系の光路
長は５０００ｍｍにもなる。このような光路長の長い光学系に対して光学調整を行うのは
非常に困難である。また、フットプリントが大きくなるため、装置が大型化するという問
題がある。
【００１０】
　なお、より短い光路長で本光学系を設計すると、得られる線状のビームスポットの形状
は、例えば、樽状もしくは糸巻き状となる。これは、前記線状のビームスポットの線方向
における両端のピント位置がずれていることにより生じる。
【００１１】
　ここで、ずれの原因について説明する。レンズ２００１に対して斜めに入射するレーザ
ビームは垂直に入射するレーザビームに比べて光路長が長くなる。また、斜めに入射する
レーザビームの入射角度が大きいほど、垂直に入射するレーザビームとの光路差は大きく
なる。このような入射位置や入射角度による光路長の差がピント位置のずれとなり、線状
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のビームスポットの端に行くにつれて像がぼける、つまり図１４で示すような、像が曲面
上に形成される像面湾曲が生じる。このようなビームスポットを用いて被照射面２００２
に対してアニールを行っても、一様なアニールを行うことはできない。
【００１２】
　また、基板が大面積化する中で、長辺方向の長さが１０００ｍｍ程度のビームスポット
の形成が急務となっている。例えば、６００ｍｍ×７２０ｍｍの基板のような大面積基板
に対してアニールを行う場合、長辺方向の長さが３００ｍｍのビームスポットを用いると
、１回の走査だけでは、前記大面積基板の全面をアニールすることはできず、少なくとも
複数回の走査が必要となり、スループットが低下する。その結果、線状のビームスポット
の走査の仕方によっては、アニールが複数回行われる領域や、アニールが行われない領域
が形成されることもあり、一様なアニールが行われない。そこで、長さが大面積基板に対
して一方向に移動するだけで全面をアニールできる、例えば、１０００ｍｍの線状のビー
ムスポットに成形する光学系を設計したところ、やはり照射面における長辺方向の両端の
ピント位置がずれてしまった。
【００１３】
　長い線状のビームスポットを成形することで、その線方向の両端のピント位置がずれる
原因も、光路長を短くしたときの原因と同様に、入射位置や入射角度による光路長の差が
ピント位置のずれとなり、像面湾曲が生じるためである。一様なアニールを行うために長
辺方向の長さを長くしても、このようなビームスポットであれば、一様なアニールを行う
ことは困難である。
【００１４】
　そこで本発明は、短い光路長で線状のビームスポットを形成でき、または長辺方向の長
さが長い線状のビームスポットを形成でき、さらにその線方向の両端における集光位置の
ずれを解消できるレーザ照射装置を提供することを課題とする。また、このようなレーザ
照射装置を用いたレーザ照射方法を提供し、前記レーザ照射方法を工程に含む半導体装置
の作製方法を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　本発明の一は、レーザ発振器と、レーザ発振器から射出したレーザビームを、長辺方向
と短辺方向とを有する線状のビームスポットに成形する光学系と、を有するレーザ照射装
置において、光学系は、レーザ発振器から射出したレーザビームを長辺方向に分割する長
辺方向形成用シリンドリカルレンズアレイと、長辺方向形成用シリンドリカルレンズアレ
イで分割されたレーザビームを重畳する長辺方向重畳用シリンドリカルレンズと、レーザ
発振器から射出したレーザビームを短辺方向に分割する短辺方向形成用シリンドリカルレ
ンズアレイと、短辺方向形成用シリンドリカルレンズアレイで分割されたレーザビームを
重畳して均一面を形成する短辺方向重畳用シリンドリカルレンズと、均一面を照射面に投
影する短辺方向投影用シリンドリカルレンズと、を有し、短辺方向重畳用シリンドリカル
レンズと短辺方向投影用シリンドリカルレンズとの間に長辺方向重畳用シリンドリカルレ
ンズが配置され、長辺方向重畳用シリンドリカルレンズで均一面の位置のずれを発生させ
、均一面から短辺方向投影用シリンドリカルレンズまでの距離が画角によらず一定となる
ようにすることを要旨とする。ここで、画角とはレーザビームの光路と光軸とがなす角度
をいうものとする。
【００１６】
　本発明の一は、レーザ発振器と、レーザ発振器から射出したレーザビームを、長辺方向
と短辺方向とを有する線状のビームスポットに成形する光学系と、を有するレーザ照射装
置において、光学系は、レーザ発振器から射出したレーザビームを長辺方向に分割する長
辺方向形成用シリンドリカルレンズアレイと、長辺方向形成用シリンドリカルレンズアレ
イで分割されたレーザビームを重畳する長辺方向重畳用シリンドリカルレンズと、レーザ
発振器から射出したレーザビームを短辺方向に分割する短辺方向形成用シリンドリカルレ
ンズアレイと、短辺方向形成用シリンドリカルレンズアレイで分割されたレーザビームを
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重畳して均一面を形成する短辺方向重畳用シリンドリカルレンズと、均一面を照射面に投
影する短辺方向投影用シリンドリカルレンズと、を有し、短辺方向重畳用シリンドリカル
レンズと短辺方向投影用シリンドリカルレンズとの間に長辺方向重畳用シリンドリカルレ
ンズが配置され、短辺方向重畳用シリンドリカルレンズにより形成される均一面の位置は
、長辺方向重畳用シリンドリカルレンズの屈折の影響を受けて照射面寄りにずれて形成さ
れ、均一面から短辺方向投影用シリンドリカルレンズまでの距離が画角によらず一定とな
るように、長辺方向重畳用シリンドリカルレンズの曲率半径が調整されていることを要旨
とする。
【００１７】
　本発明の一は、レーザ発振器と、レーザ発振器から射出したレーザビームを、長辺方向
と短辺方向とを有する線状のビームスポットに成形する光学系と、を有するレーザ照射装
置において、光学系は、レーザ発振器から射出したレーザビームを長辺方向に分割する長
辺方向形成用シリンドリカルレンズアレイと、長辺方向形成用シリンドリカルレンズアレ
イで分割されたレーザビームを重畳する長辺方向重畳用シリンドリカルレンズと、レーザ
発振器から射出したレーザビームを短辺方向に分割する短辺方向形成用シリンドリカルレ
ンズアレイと、短辺方向形成用シリンドリカルレンズアレイで分割されたレーザビームを
重畳して均一面を形成する短辺方向重畳用シリンドリカルレンズと、均一面を照射面に投
影する短辺方向投影用シリンドリカルレンズと、を有し、短辺方向重畳用シリンドリカル
レンズと短辺方向投影用シリンドリカルレンズとの間に長辺方向重畳用シリンドリカルレ
ンズが配置され、長辺方向重畳用シリンドリカルレンズで均一面の位置のずれを発生させ
、画角の大きなレーザビームによる均一面から短辺方向投影用シリンドリカルレンズまで
の距離と画角の小さなレーザビームによる均一面から短辺方向投影用シリンドリカルレン
ズまでの距離とが等しくなるようにすることを要旨とする。
【００１８】
　本発明のレーザ照射装置において、長辺方向形成用シリンドリカルレンズアレイを形成
するシリンドリカルレンズには、レンズの母線に対して左右の幅が異なるシリンドリカル
レンズが用いられ、長辺方向形成用シリンドリカルレンズアレイを形成する全てのシリン
ドリカルレンズは、均一面から短辺方向投影用シリンドリカルレンズまでの距離が画角に
よらず一定となるように設計されていることを要旨とする。
【００１９】
　本発明のレーザ照射装置において、長辺方向形成用シリンドリカルレンズアレイを形成
するシリンドリカルレンズには、レンズの母線に対して左右の幅が等しいシリンドリカル
レンズと、レンズの母線に対して左右の幅が異なるシリンドリカルレンズとが用いられ、
長辺方向形成用シリンドリカルレンズアレイを形成する全てのシリンドリカルレンズは、
均一面から短辺方向投影用シリンドリカルレンズまでの距離が画角によらず一定となるよ
うに設計されていることを要旨とする。
【００２０】
　本発明の一は、レーザ発振器と、レーザ発振器から射出したレーザビームを、長辺方向
と短辺方向とを有する線状のビームスポットに成形する光学系と、を有するレーザ照射装
置において、光学系は、レーザ発振器から射出したレーザビームを長辺方向に分割する長
辺方向形成用シリンドリカルレンズアレイと、長辺方向形成用シリンドリカルレンズアレ
イで分割されたレーザビームを重畳する長辺方向重畳用シリンドリカルレンズと、レーザ
発振器から射出したレーザビームを短辺方向に分割する短辺方向形成用シリンドリカルレ
ンズアレイと、短辺方向形成用シリンドリカルレンズアレイで分割されたレーザビームを
重畳して均一面を形成する短辺方向重畳用シリンドリカルレンズと、均一面を照射面に投
影する短辺方向投影用シリンドリカルレンズと、を有し、短辺方向重畳用シリンドリカル
レンズと短辺方向投影用シリンドリカルレンズとの間に長辺方向重畳用シリンドリカルレ
ンズが配置され、長辺方向重畳用シリンドリカルレンズで均一面の位置のずれを発生させ
、画角の大きなレーザビームによる均一面から短辺方向投影用シリンドリカルレンズまで
の距離が画角の小さなレーザビームによる均一面から短辺方向投影用シリンドリカルレン
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ズまでの距離よりも短くなるようにすることを要旨とする。
【００２１】
　本発明の一は、本発明のレーザ照射装置を用いて成形した線状のビームスポットを被照
射面に照射し、被照射面に対して線状のビームスポットを相対的に走査することにより、
被照射面全体をレーザアニールするレーザ照射方法を要旨とする。
【００２２】
　本発明の一は、基板上に半導体膜を形成し、本発明のレーザ照射装置を用いて成形した
線状のビームスポットを半導体膜に照射し、半導体膜に対して線状のビームスポットを相
対的に走査することにより、半導体膜全体をレーザアニールする半導体装置の作製方法を
要旨とする。
【００２３】
　本発明の一は、レーザ発振器から射出したレーザビームを、長辺方向形成用シリンドリ
カルレンズアレイ及び短辺方向形成用シリンドリカルレンズアレイを通過させることによ
り長辺方向および短辺方向に分割し、分割されたレーザビームを、短辺方向重畳用シリン
ドリカルレンズを通過させることにより短辺方向に分割されたレーザビームを重畳させ、
さらに長辺方向重畳用シリンドリカルレンズを通過させることにより、短辺方向に重畳さ
れたレーザビームを屈折させ、短辺方向の均一面の位置を照射面寄りに形成するとともに
、長辺方向に分割されたレーザビームを重畳させ、均一面を短辺方向投影用シリンドリカ
ルレンズにより照射面に投影し、かつ長辺方向に分割されたレーザビームを照射面におい
て重ね合わせることにより、長辺方向と短辺方向とを有する線状のビームスポットを照射
面に照射するレーザ照射方法であって、均一面から短辺方向投影用シリンドリカルレンズ
までの距離が画角によらず一定となるように均一面を形成することを要旨とする。
【００２４】
　本発明の一は、レーザ発振器から射出したレーザビームを、長辺方向形成用シリンドリ
カルレンズアレイ及び短辺方向形成用シリンドリカルレンズアレイを通過させることによ
り長辺方向および短辺方向に分割し、分割されたレーザビームを、短辺方向重畳用シリン
ドリカルレンズを通過させることにより短辺方向に分割されたレーザビームを重畳させ、
さらに長辺方向重畳用シリンドリカルレンズを通過させることにより、短辺方向に重畳さ
れたレーザビームを屈折させ、短辺方向の均一面の位置を照射面寄りに形成するとともに
、長辺方向に分割されたレーザビームを重畳させ、均一面を短辺方向投影用シリンドリカ
ルレンズにより照射面に投影し、かつ長辺方向に分割されたレーザビームを照射面におい
て重ね合わせることにより、長辺方向と短辺方向とを有する線状のビームスポットを照射
面に照射するレーザ照射方法であって、均一面から短辺方向投影用シリンドリカルレンズ
までの距離が画角によらず一定となるように長辺方向重畳用シリンドリカルレンズの曲率
半径を調整することを要旨とする。
【００２５】
　本発明の一は、レーザ発振器から射出したレーザビームを、長辺方向形成用シリンドリ
カルレンズアレイ及び短辺方向形成用シリンドリカルレンズアレイを通過させることによ
り長辺方向および短辺方向に分割し、分割されたレーザビームを、短辺方向重畳用シリン
ドリカルレンズを通過させることにより短辺方向に分割されたレーザビームを重畳させ、
さらに長辺方向重畳用シリンドリカルレンズを通過させることにより、短辺方向に重畳さ
れたレーザビームを屈折させ、短辺方向の均一面の位置を照射面寄りに形成するとともに
、長辺方向に分割されたレーザビームを重畳させ、均一面を短辺方向投影用シリンドリカ
ルレンズにより照射面に投影し、かつ長辺方向に分割されたレーザビームを照射面におい
て重ね合わせることにより、長辺方向と短辺方向とを有する線状のビームスポットを照射
面に照射するレーザ照射方法であって、画角の大きなレーザビームによる均一面から短辺
方向投影用シリンドリカルレンズまでの距離と画角の小さなレーザビームによる均一面か
ら短辺方向投影用シリンドリカルレンズまでの距離とが等しくなるように均一面を形成す
ることを要旨とする。
【００２６】
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　本発明のレーザ照射方法において、長辺方向形成用シリンドリカルレンズアレイを形成
するシリンドリカルレンズには、レンズの母線に対して左右の幅が異なるシリンドリカル
レンズを用い、長辺方向形成用シリンドリカルレンズアレイを形成する全てのシリンドリ
カルレンズは、均一面から短辺方向投影用シリンドリカルレンズまでの距離が画角によら
ず一定となるように設計されていることを要旨とする。
【００２７】
　本発明のレーザ照射方法において、長辺方向形成用シリンドリカルレンズアレイを形成
するシリンドリカルレンズには、レンズの母線に対して左右の幅が等しいシリンドリカル
レンズと、レンズの母線に対して左右の幅が異なるシリンドリカルレンズとを用い、長辺
方向形成用シリンドリカルレンズアレイを形成する全てのシリンドリカルレンズは、均一
面から短辺方向投影用シリンドリカルレンズまでの距離が画角によらず一定となるように
設計されていることを要旨とする。
【００２８】
　本発明の一は、レーザ発振器から射出したレーザビームを、長辺方向形成用シリンドリ
カルレンズアレイ及び短辺方向形成用シリンドリカルレンズアレイを通過させることによ
り長辺方向および短辺方向に分割し、分割されたレーザビームを、短辺方向重畳用シリン
ドリカルレンズを通過させることにより短辺方向に分割されたレーザビームを重畳させ、
さらに長辺方向重畳用シリンドリカルレンズを通過させることにより、短辺方向に重畳さ
れたレーザビームを屈折させ、短辺方向の均一面の位置を照射面寄りに形成するとともに
、長辺方向に分割されたレーザビームを重畳させ、均一面を短辺方向投影用シリンドリカ
ルレンズにより照射面に投影し、かつ長辺方向に分割されたレーザビームを照射面におい
て重ね合わせることにより、長辺方向と短辺方向とを有する線状のビームスポットを照射
面に照射するレーザ照射方法であって、画角の大きなレーザビームによる均一面から短辺
方向投影用シリンドリカルレンズまでの距離が画角の小さなレーザビームによる均一面か
ら短辺方向投影用シリンドリカルレンズまでの距離よりも短くなるように均一面を形成す
ることを要旨とする。
【００２９】
　本発明の一は、基板上に半導体膜を形成し、本発明のレーザ照射方法を用いて線状のビ
ームスポットを半導体膜に照射し、半導体膜に対して線状のビームスポットを相対的に走
査することにより、半導体膜全体をレーザアニールする半導体装置の作製方法を要旨とす
る。
【００３０】
　本発明において、レーザ発振器には、エキシマレーザ、ＹＡＧレーザ、ガラスレーザ、
ＹＶＯ４レーザ、ＹＬＦレーザまたはＡｒレーザを用いる。
【発明の効果】
【００３１】
　本発明では、レーザビーム成形用光学系において、短辺方向重畳用シリンドリカルレン
ズ（以下、第一の短辺方向集光用シリンドリカルレンズともいう）と短辺方向投影用シリ
ンドリカルレンズ（以下、第二の短辺方向集光用シリンドリカルレンズともいう）との間
に長辺方向重畳用シリンドリカルレンズ（以下、長辺方向集光用シリンドリカルレンズと
もいう）を配置する。凸レンズである長辺方向集光用シリンドリカルレンズ（長辺方向集
光用凸シリンドリカルレンズ）は、レーザビームが通過する位置によりレンズ厚さが異な
る。ここで、第一の短辺方向集光用シリンドリカルレンズにより形成される均一面の位置
は、長辺方向集光用凸シリンドリカルレンズでの屈折の影響を受け、照射面寄りにずれる
ことになる。そのずれ量はレンズ厚さが厚い領域で顕著となる。本発明の光学系は上記の
特性を利用し、長辺方向集光用凸シリンドリカルレンズで意図的に均一面の位置のずれを
発生させ、均一面から第二の短辺方向集光用シリンドリカルレンズまでの距離を画角によ
らず一定とするものである。これにより、線状のビームスポットの長辺方向の中央から端
まで全ての領域にわたり、像面湾曲による影響を受けず、レーザビームの焦点位置を照射
面またはその近傍の平面に一致させることが可能となる。なお、本発明において、画角と
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はレーザビームの光路と光軸とがなす角度をいうものとする。また、前記の構成により、
長辺方向における長さが従来より長いビームスポットを形成することが可能になる。これ
は、大面積基板を処理する際には特に有効となる。また、レーザビームの画角による影響
を相殺できるため、光路長の短い光学系を構成することも可能である。さらに、本光学系
においては、照射面におけるレーザビームのピント位置のずれを補正するコンペンセータ
等の光学素子を光学系に導入する必要がないため、光学系を構成するレンズ数を削減する
ことが可能である。これにより、光学調整が容易になる利点もある。また、フットプリン
トを抑えることが可能となり、装置の小型化が実現できる。そのため、単位面積辺りのコ
ストが非常に高いクリーンルームに設置してもコストを抑えることが可能である。
【００３２】
　以上の利点を満たした上で、アクティブマトリクス型の表示装置に代表される半導体装
置において、半導体装置の動作特性および信頼性の向上を実現することができる。さらに
、半導体装置のコストの低減を実現することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３３】
　本発明の実施の形態について、図面を用いて詳細に説明する。ただし、本発明は以下の
説明に限定されず、本発明の趣旨及びその範囲から逸脱することなくその形態及び詳細を
様々に変更し得ることは当業者であれば容易に理解される。従って、本発明は以下に示す
実施の形態の記載内容に限定して解釈されるものではない。
【００３４】
　本発明のレーザビームの成形の態様について、図１を参照して説明する。初めに、図１
（ａ）の平面図により、線状のビームスポットの長辺方向の成形方法について説明する。
ビームスポットの長辺方向の成形には長辺方向形成用シリンドリカルレンズアレイ１０１
と長辺方向集光用凸シリンドリカルレンズ１０４を使用する。レーザビームの長辺方向の
成形は、長辺方向形成用シリンドリカルレンズアレイ１０１で分割されたレーザビームを
照射面において重ね合わせることで行われる。
【００３５】
　また、図１（ｂ）の側面図により線状のビームスポットの短辺方向の成形方法ついて説
明する。レーザビームの短辺方向の成形は、短辺方向形成用シリンドリカルレンズアレイ
１０２で分割されたレーザビームを第一の短辺方向集光用シリンドリカルレンズ１０３で
集光することにより、短辺方向のエネルギー分布の均一化された均一面１０５を形成し、
その均一面１０５を第二の短辺方向集光用シリンドリカルレンズ１０６で照射面１０７に
投影することにより行われる。
【００３６】
　ここで、本発明によるレーザ照射装置の光学系において、照射面に形成されるビームス
ポットのピント位置のずれを緩和できる理由を以下で詳しく説明する。図１（ａ）におい
て、照射面上の点１０７ａは長辺方向の画角の小さなレーザビームにより形成される点で
ある。一方、照射面上の点１０７ｂは長辺方向の画角の大きなレーザビームにより形成さ
れる点である。また、均一面上の点１０５ａは画角の小さなレーザビームにより形成され
る点であり、均一面上の点１０５ｂは画角の大きなレーザビームにより形成される点であ
る。ここで、画角とはレーザビームの光路と光軸とがなす角度を言うものとする。例えば
画角の大きなレーザビームの画角とは、図１（ａ）において、レーザビームの光路と凸シ
リンドリカルレンズ１０４の光軸とがなす角θ１をいう。図１（ｃ）は長辺方向集光用凸
シリンドリカルレンズ１０４の側面図であり、線状のビームスポットの短辺方向にレーザ
ビームが集光され、均一面が形成される様子を表している。
【００３７】
　図１（ｃ）の破線は、照射面上の点１０７ａを形成するレーザビームが通過する光路を
示したものである。上記のレーザビームの光路は長辺方向集光用凸シリンドリカルレンズ
１０４による屈折の影響を受け、長辺方向集光用凸シリンドリカルレンズ１０４が無いと
きに形成される均一面の位置よりも照射面寄りに均一面が形成される。ここで、長辺方向
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集光用凸シリンドリカルレンズ１０４の厚さをｄとおくと、均一面の照射面寄りへのずれ
量ｘは、下記の式（１）で近似することができる。
【００３８】
【数１】

 
【００３９】
　なお、式（１）において、θは長辺方向集光用凸シリンドリカルレンズ１０４へ入射す
るレーザビームの入射角（図１（ｃ）中のθ）、ｎは長辺方向集光用凸シリンドリカルレ
ンズ１０４の屈折率である。また、図１（ｃ）において、一点鎖線で示した光路は、照射
面上の点１０７ｂを形成するレーザビームが通過する光路を示したものであり、長辺方向
の画角の大きなレーザビームが通過する光路である。画角の大きなレーザビームも同様に
、その光路は長辺方向集光用凸シリンドリカルレンズ１０４による屈折の影響を受け、長
辺方向集光用凸シリンドリカルレンズ１０４が無いときに形成される均一面の位置よりも
照射面寄りに均一面が形成される。なお、上記の一点鎖点で示した光路を通過するレーザ
ビームは長辺方向集光用凸シリンドリカルレンズ１０４の中央付近を通過するため、レン
ズ中央部でのレンズ厚さｄ’は前記のレンズ厚さｄよりも厚くなる。ここで、均一面の照
射面側へのずれ量ｘは、式（１）で表されるため、レンズ厚さが厚くなることにより、均
一面の形成される位置もより照射面寄りにずれることになる。なお、上記の均一面のずれ
量は、長辺方向集光用凸シリンドリカルレンズの曲率半径等を変えることにより調整する
ことができる。例えば、曲率半径が５００ｍｍ、曲率を有する方向の長さが３００ｍｍの
長辺方向集光用凸シリンドリカルレンズを使用すると、レンズの最も厚い部分と最も薄い
部分の差は４０ｍｍ程度になる。そのため、このレンズにより、数ｍｍから数十ｍｍ程度
の均一面のずれを生じさせることができる。
【００４０】
　このようにして、画角の大きなレーザビームについては長辺方向集光用凸シリンドリカ
ルレンズ１０４から均一面までの距離を、図１（ａ）中でＬ、画角の小さなレーザビーム
については長辺方向集光用凸シリンドリカルレンズ１０４から均一面までの距離を、Ｌ’
とすると、Ｌ＞Ｌ’とすることができる。前記の構成により、Ｌ＞Ｌ’として画角による
光路差を相殺するように均一面を形成することで、均一面１０５から第二の短辺方向集光
用シリンドリカルレンズ１０６までの距離をレーザビームの画角によらず一定とすること
ができる。すなわち図１中で均一面１０５から第二の短辺方向集光用シリンドリカルレン
ズ１０６までの距離を、画角の大きなレーザビームについてはａ、画角の小さなレーザビ
ームについてはａ’とすると、ａ≒ａ’とすることができる。
【００４１】
　なお、上記光学系において、均一面１０５は第二の短辺方向集光用シリンドリカルレン
ズ１０６により照射面１０７に投影される。したがって下記の式（２）で示す共役方程式
が成立することになる。
【００４２】
【数２】

 
【００４３】
　式（２）において、ｆは第二の短辺方向集光用シリンドリカルレンズ１０６の焦点距離
（焦点距離は近似的にレーザビームの画角によらずほぼ一定であるとする）、ａは均一面
１０５から第二の短辺方向集光用シリンドリカルレンズ１０６までの距離である。また、
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ｂは第二の短辺方向集光用シリンドリカルレンズ１０６から照射面１０７までの距離を表
すため、式（２）により照射面におけるレーザビームのピント位置を算出することができ
る。
【００４４】
　従来の光学系においては均一面から第二の短辺方向集光用シリンドリカルレンズまでの
距離はレーザビームの画角により異なり、例えば、均一面から第二の短辺方向集光用シリ
ンドリカルレンズまでの距離を、画角の大きなレーザビームについてはａ、画角の小さな
レーザビームについてはａ’とすると、ａ＞ａ’となっていた。そのため、第二の短辺方
向集光用シリンドリカルレンズから照射点までの距離は、画角の大きなレーザビームにつ
いてはｂ、画角の小さなレーザビームについてはｂ’とするとｂ＜ｂ’となり、ピント位
置のずれが増大していた。しかし、本発明のレーザ照射装置では上記の方法により、均一
面から第二の短辺方向集光用シリンドリカルレンズまでの距離を画角によらず一定とする
ことができ、ａ＝ａ’とすることができる。その結果、第二の短辺方向集光用シリンドリ
カルレンズから照射面までの距離をｂ＝ｂ’とすることができる。そのため、照射面にお
けるピント位置のずれを緩和させることが可能である。
【００４５】
　上記した通り、本発明による光学系の大きな特徴は、長辺方向集光用凸シリンドリカル
レンズ１０４により、均一面の位置のずれを意図的に発生させ、それを活用することによ
り、画角に起因する均一面から第二の短辺方向集光用シリンドリカルレンズまでの距離の
ずれを相殺し、照射面におけるピント位置を補正するものである。また、本発明のもう一
つの特徴は、長辺方向形成用シリンドリカルレンズアレイ１０１を構成するシリンドリカ
ルレンズとして、レンズの芯取りを母線に対して左右非対称として行った軸外しシリンド
リカルレンズを使用していることである。軸外しシリンドリカルレンズをシリンドリカル
レンズアレイにして用いるとレーザビームの進行方向を所望の方向にコントロールできる
ため、上記の画角による光路差を相殺するなどの機能を持つ光学系の設計が容易になる利
点がある。また、長辺方向集光用凸シリンドリカルレンズ１０４の曲率半径を小さくする
、すなわちレンズ厚さが中央部と端部で大きく異なるシリンドリカルレンズを使用するこ
とが可能になる。したがって、均一面のずれを容易に発生させることが可能になる。この
ようにして、図１には図示しないが、シリンドリカルレンズアレイを構成する全てのシリ
ンドリカルレンズについても同様に均一面１０５から第二の短辺方向集光用シリンドリカ
ルレンズ１０６までの距離を等しくするように設計する。前記の構成により、照射面にお
ける焦点位置のずれを緩和することができる。レーザアニールを行う場合、処理が適切に
行える焦点深度の範囲内にビームスポットの焦点位置が収まるようにすると良い。
【００４６】
　なお、長いビームスポットを形成したり光路長を短くしようとすると、レーザビームの
長辺方向の画角が大きくなり、均一面１０５から第二の短辺方向集光用シリンドリカルレ
ンズ１０６までの距離を一定とするだけでは照射面におけるピント位置の像面湾曲を十分
に低減できない場合がある。その場合は、長辺方向集光用凸シリンドリカルレンズの曲率
半径や軸外しシリンドリカルレンズアレイの構成等を最適化することにより、均一面１０
５から第二の短辺方向集光用シリンドリカルレンズ１０６までの距離を調整し、画角の大
きなレーザビームによる前記距離ａを画角の小さなレーザビームによる前記距離ａ’より
も短くすればよい。この場合、ａ＜ａ’となるため、式（２）より、第二の短辺方向集光
用シリンドリカルレンズから照射点までの距離は、画角の大きなレーザビームについては
ｂ、画角の小さなレーザビームについてはｂ’とするとｂ＞ｂ’となることがわかる。こ
れにより、像面湾曲を補正するようにピント位置を照射面またはその近傍の平面に一致さ
せることが可能になる。
【００４７】
　なお、照射面におけるビームスポットの短辺方向の幅は、式（２）により求めることが
でき、均一面における短辺方向の幅と、倍率ｂ／ａにより決定される。ここで、ａ＜ａ’
とするなどして、均一面から第二の短辺方向集光用シリンドリカルレンズまでの距離をレ
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ーザビームの画角に依存して変化させると、上記の倍率が異なることになる。これにより
、照射面において線状のビームスポットの短辺方向の幅が、線状のビームスポットの長辺
方向の中央部と端部で異なることが予想される。しかし、レーザ照射装置で使用する光学
系のフットプリント等を考慮すると、ビームスポットの短辺方向の幅の変動は大きくても
±１％程度である。この変動は、例えば半導体膜のレーザアニールを行う場合、特性に与
える影響は殆ど無いため無視できるものである。
【００４８】
　前記のピント位置を照射面に一致させる方法のより大きな利点は、ビームスポットの中
央から端までの全ての領域において、照射面上またはその近傍にピント位置を形成できる
ことである。照射面に形成されるビームスポットはシリンドリカルレンズアレイにより分
割されたレーザビームが重ね合わさり形成されたものであるが、焦点位置を外れた位置で
はビームスポットの重ね合わせが不十分であるため、ビームスポットのエネルギー分布の
変動が顕著となる。そのため、レーザアニールを正常に行うことが困難である。しかし、
本発明によるレーザ照射装置は、焦点位置を照射面またはその近傍に一致させることが可
能であるため、安定してレーザ照射を行うことが可能である。また、基板面内を均一にレ
ーザアニール処理することが可能になる。
【００４９】
　また、上記の方法は、均一面の位置ずれを積極的に活用することで、画角に起因する照
射面でのピント位置のずれを緩和するものであり、本発明の光学系はこの知見を利用する
ことを特徴としている。したがって、本発明の光学系ではレーザビームの画角を緩和させ
る必要がないため、光学系を構成するレンズの大きさを小さくできる。例えば、従来、レ
ーザビームの画角を緩和させる方法としては、照射面に形成されるビームスポットの長辺
方向の長さ程度にまでレーザビームを一旦長く伸ばしてから光学系を通過させる方法が知
られていた。しかし、この方法の場合、必然的に光学系を構成するレンズは、照射面で得
られる線状のビームスポットの長辺方向の長さよりも長いものとする必要があった。しか
し、本発明のレーザ照射装置では、前記軸外しシリンドリカルレンズアレイを使用し、光
線の進行方向を容易にコントロールして光学設計することが可能になる。また、レーザビ
ームが大きな画角を持っている場合でも、小さな曲率半径を持つ長手方向集光用凸シリン
ドリカルレンズにより、ピント位置を補正することが可能である。したがって、ビームス
ポットの長辺方向の長さが短いレンズを使用しても、より長い線状のビームスポットを形
成できる。
【００５０】
　本発明は、上記した通り、線状のビームスポットの形成用光学系において、照射面に形
成されるビームスポットのピント位置のずれを相殺するように、レーザビームの光路を最
適化するものである。そのため、均一面から第二の短辺方向集光用シリンドリカルレンズ
１０６までの間で発生していた、レーザビームの画角に起因する光路差を相殺することが
できる。また、照射面における焦点位置のずれを緩和することが可能となる。そのため、
レーザビームの画角が大きく、照射面において像面湾曲が著しい場合でも、線状のビーム
スポットの長辺方向の中央と端の焦点位置を照射面またはその近傍の平面上に一致させる
ことが可能となる。
【００５１】
　以下に、本発明のレーザ照射装置の一態様に関し、図２及び図３を用いて更に具体的に
説明する。ここでは、レーザから射出されたレーザビームを長さ３００ｍｍのビームスポ
ットに成形するための光学系について説明するが、本発明はビームスポットの長さを３０
０ｍｍに限定するものではなく、３００ｍｍよりも長い場合にも短い場合についても同様
に適用できる。
【００５２】
　なお、本明細書において、レンズの配置についての説明は、レーザビームの進行方向を
前方としている。また、レンズはレーザビームの入射側を第１面、射出側を第２面と表す
。そして、用いる曲率半径の符号は、曲率中心がレンズからみてレーザビームの入射側に
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あるときは負、射出側にあるときは正とし、平面の場合は∞とする。さらに、用いるレン
ズはすべて合成石英ガラス製（屈折率１．４８５６３４）とするが、これに限らない。ま
た、用いるレーザの波長により合成石英ガラスの表面に施されているコーティング材を適
切なものに変えれば、さまざまなレーザに適用できる。
【００５３】
　まず図２（ｂ）の平面図について説明する。レーザ発振器２０１から射出したレーザビ
ームは、図２中、矢印の方向に伝播され、球面レンズ２０２ａ及び２０２ｂより構成され
るビームエキスパンダーにより長辺方向および短辺方向ともにそれぞれ約２倍に拡大され
る。球面レンズ２０２ａは半径５０ｍｍ、厚さ７ｍｍ、第１面の曲率半径が－２２０ｍｍ
であり、２０２ｂは半径５０ｍｍ、厚さ７ｍｍ、第２面の曲率半径が－４００ｍｍである
。なお、ビームエキスパンダーはレーザから射出されたレーザビームの形状が小さい場合
に特に有効なものであり、レーザビームの大きさ等によっては用いなくてもよい。そして
、ビームエキスパンダーを通過したレーザビームは、短辺方向形成用シリンドリカルレン
ズアレイ２０３ａ及び２０３ｂにより、レーザ光のビームスポットが短辺方向に分割され
る。短辺方向形成用シリンドリカルレンズアレイ２０３ａは、第１面の曲率半径が＋２０
０ｍｍで、厚さが５ｍｍ、幅４ｍｍのシリンドリカルレンズを曲率方向に８個並べたもの
である。短辺方向形成用シリンドリカルレンズアレイ２０３ｂは第１面の曲率半径が－１
６０ｍｍ、厚さ５ｍｍ、幅４ｍｍのシリンドリカルレンズを曲率方向に８個並べたもので
ある。また、短辺方向形成用シリンドリカルレンズアレイ２０３ａは照射面から　２９２
７ｍｍの位置に配置し、短辺方向形成用シリンドリカルレンズアレイ２０３ａと２０３ｂ
との間隔は１５０ｍｍとした。
【００５４】
　その後、短辺方向形成用シリンドリカルレンズアレイ２０３ｂに対して照射面寄り３０
１ｍｍに置かれた第１面の曲率半径が＋４８６ｍｍ、厚さ２０ｍｍの第一の短辺方向集光
用シリンドリカルレンズ２０５にて、レーザビームを集光する。これにより各アレイを透
過した光線が一箇所に集光される。これにより、ビームスポットの短辺方向のエネルギー
分布の均一化がなされ、形成された均一面を照射面に結像させることによって均一なエネ
ルギー分布を持つビームスポットを形成することができる。ビームの結像を行うために、
第一の短辺方向集光用シリンドリカルレンズ２０５よりも照射面寄りに第二の短辺方向集
光用シリンドリカルレンズ２０７を配置する。そして、第一の短辺方向集光用シリンドリ
カルレンズ２０５と第二の短辺方向集光用シリンドリカルレンズ２０７との間に長辺方向
集光用シリンドリカルレンズ２０６を配置する。長辺方向集光用シリンドリカルレンズは
、レーザビームが通過する位置によりレンズ厚さが異なる。ここで、第一の短辺方向集光
用シリンドリカルレンズ２０５により形成される均一面の位置は、長辺方向集光用シリン
ドリカルレンズ２０６での屈折の影響を受け、照射面寄りにずれる。そのずれ量はレンズ
厚さが厚い領域で顕著となる。この特性を利用して、長辺方向集光用シリンドリカルレン
ズ２０６で意図的に均一面の位置のずれを発生させ、均一面から第二の短辺方向集光用シ
リンドリカルレンズ２０７までの距離を画角によらず一定とすることができる。
【００５５】
　ビームの結像を行うために、第一の短辺方向集光用シリンドリカルレンズ２０５から２
１８０ｍｍ照射面寄りに第二の短辺方向集光用シリンドリカルレンズ２０７としてダブレ
ットシリンドリカルレンズを配置する。ここでダブレットシリンドリカルレンズとは、２
枚のシリンドリカルレンズで構成されているレンズのことをいう。前記ダブレットシリン
ドリカルレンズは、シリンドリカルレンズ２０７ａ及びシリンドリカルレンズ２０７ｂに
より構成される。シリンドリカルレンズ２０７ａは第１面の曲率半径が＋１２５ｍｍ、第
２面の曲率半径が＋７７ｍｍ、厚さ１０ｍｍであり、シリンドリカルレンズ２０７ｂは第
１面の曲率半径が＋９７ｍｍ、第２面の曲率半径が－２００ｍｍ、厚さ２０ｍｍである。
また、２枚のシリンドリカルレンズの間隔は５．５ｍｍである。これにより、レーザ光の
ビームスポットの短辺方向のエネルギー分布の均一化がなされ、短辺方向の長さが決定さ
れる。前記ダブレットシリンドリカルレンズは使用しなくとも構わないが、前記ダブレッ
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トシリンドリカルレンズを用いることにより、光学系と照射面との間に距離がとれるため
、空間的な余裕ができる。前記ダブレットシリンドリカルレンズから光路上において２３
０ｍｍに配置した照射面２０８に光線を集光する。これにより、短辺方向に均一なエネル
ギー分布を持つビームを形成することができる。
【００５６】
　次に、図２（ａ）の平面図について説明する。レーザ発振器２０１から射出したレーザ
ビームは、長辺方向形成用シリンドリカルレンズアレイ２０４により、ビームスポットが
長辺方向に分割される。長辺方向形成用シリンドリカルレンズアレイ２０４は、短辺方向
形成用シリンドリカルレンズアレイ２０３ｂから２０６ｍｍ照射面寄りに配置する。その
後、長辺方向形成用シリンドリカルレンズアレイ２０４に対して照射面寄り３１０ｍｍに
置かれた第１面の曲率半径が＋３６０ｍｍ、厚さ４０ｍｍの長辺方向集光用シリンドリカ
ルレンズ２０６により、レーザビームは照射面２０８にて１つに合成される。これにより
、レーザ光のビームスポットの長辺方向のエネルギー分布の均一化がなされ、長辺方向の
長さが決定される。ここで、長辺方向形成用シリンドリカルレンズアレイ２０４は、第１
面の曲率半径が＋２２ｍｍで、厚さが５ｍｍ、幅１０ｍｍのシリンドリカルレンズを曲率
方向に１１個並べたものである。図３に長辺方向形成用シリンドリカルレンズアレイ２０
４の平面図を示す。長辺方向形成用シリンドリカルレンズアレイ２０４の中央に配置した
シリンドリカルレンズ３００１は、レンズの母線に対して左右の幅が等しい通常のシリン
ドリカルレンズである。しかし、残りの１０個のシリンドリカルレンズはレンズの母線に
対して左右の幅が異なっている。シリンドリカルレンズ３００２及び３００３はレンズの
母線がレンズの幅方向の中心軸から０．５ｍｍレンズの外側方向にずれるよう作製されて
いる。さらに、シリンドリカルレンズ３００４及び３００５はレンズの母線が幅方向の中
心軸から１．０ｍｍ、シリンドリカルレンズ３００６及び３００７はレンズの母線が幅方
向の中心線から１．６ｍｍ、シリンドリカルレンズ３００８及び３００９はレンズの母線
が幅方向の中心線から２．２ｍｍ、シリンドリカルレンズ３０１０及び３０１１はレンズ
の母線が幅方向の中心線から２．９ｍｍ、レンズの外側にずれるよう作製したものである
。以上のように長辺方向形成用シリンドリカルレンズアレイ２０４を構成するシリンドリ
カルレンズが母線に対して左右の幅のずれ量を持つことにより、光線の進行方向を所望の
方向へコントロールすることが可能である。前記の構成により、長辺方向形成用シリンド
リカルレンズアレイ２０４と長辺方向集光用シリンドリカルレンズ２０６を透過した光線
を全て照射面の同一箇所に集光させることができる。　　
【００５７】
　また、前記の構成により、照射面に形成されるビームスポットの焦点位置を、ビームス
ポットの長辺方向の位置によらず照射面またはその近傍に配置させることが可能となる。
このような光学系により形成される照射面２０８におけるビームスポットのエネルギー分
布の計算結果を図４に表す。図４は線状のビームスポットの短辺方向のエネルギー分布を
示している。図４において実線はビームスポットの長辺方向の中央部におけるエネルギー
分布であり、破線は中央部から１５０ｍｍの位置におけるエネルギー分布である。図４よ
り、ビームスポットの長辺方向における中央部と端部では、短辺方向の幅がほぼ等しくな
っていることがわかる。これは、照射面において集光位置が一致していることに相当する
。
【００５８】
　なお、本実施形態では、長辺方向集光用シリンドリカルレンズとして第１面の曲率が正
の平凸シリンドリカルレンズを用いているが、これに限らず、第１面の曲率が正、第２面
の曲率が負となるような両凸シリンドリカルレンズ等を使用しても良い。他にも、第一の
短辺方向集光用レンズの第２面に、長辺方向に平行な方向に負の曲率をつけ作製したクロ
スドシリンドリカルレンズなどを用いることもできる。
【００５９】
　また、本実施形態では、照射面における形状が線状であるビームスポットを形成してい
るが、本発明は線状に限らない。例えば、図２において、短辺方向形成用シリンドリカル
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レンズアレイ２０３ａ、２０３ｂにより短辺方向への縮小機能を持たせているが、短辺方
向形成用シリンドリカルレンズアレイ２０３ｂを除去することで、レーザビームの縮小が
行われないため、図２で示す光学系により形成されるビームスポットよりアスペクト比の
小さいビームスポットが形成される。また、レーザから射出したレーザビームの形状はレ
ーザの種類により異なり、光学系によって成形されるビームスポットは元の形状の影響を
受けやすい。例えば、ＸｅＣｌエキシマレーザ（波長３０８ｎｍ、パルス幅３０ｎｓ）か
ら射出されたレーザビームの形状は、１０ｍｍ×３０ｍｍ（共にビームプロファイルにお
ける半値幅）の矩形状であり、固体レーザから射出されたレーザビームの形状は、ロッド
形状が円筒形であれば円状となり、スラブ型であれば矩形状である。いずれの形状におい
ても、被照射体のアニールに十分なエネルギー密度であるのなら問題はなく、本発明に適
用することが可能である。
【００６０】
　本発明のレーザ照射装置で使用するレーザ発振器は、大出力でかつ半導体膜によく吸収
される波長域を有するものが好ましい。半導体膜として珪素（以下、「シリコン」とも記
す）膜を用いた場合、非晶質珪素の吸収率を考慮し、用いるレーザ発振器の射出するレー
ザビームの波長は６００ｎｍ以下であることが好ましい。このようなレーザビームを射出
するレーザ発振器には、例えば、エキシマレーザ、ＹＡＧレーザ（高調波）、ガラスレー
ザ（高調波）などがある。また、現在の技術ではまだ大出力は得られていないが、珪素膜
の結晶化に適当な波長のレーザビームを発振するレーザ発振器として、例えば、ＹＶＯ４

レーザ（高調波）、ＹＬＦレーザ（高調波）、Ａｒレーザなどがある。
【００６１】
　次に、本発明のレーザ照射装置を用いた使用態様として、半導体装置を作製する場合に
ついて説明する。まず、大きさが６００×７２０×０．７ｍｍのガラス基板を用意する。
この基板には６００℃までの温度であれば充分な耐久性のあるものを使用する。前記ガラ
ス基板上に下地膜として厚さ２００ｎｍの酸化珪素膜を成膜する。さらに、その上から厚
さ５５ｎｍの非晶質珪素膜を成膜する。成膜は、共にスパッタ法、あるいはプラズマＣＶ
Ｄ法にて行う。
【００６２】
　前記成膜済の基板を、４５０℃の窒素雰囲気中で１時間加熱する。本工程は非晶質珪素
膜中の水素濃度を減らすための工程である。膜中の水素が多すぎると膜がレーザエネルギ
ーに対して耐えきれないので本工程をいれる。前記膜内の水素の濃度は１０２０／ｃｍ３

程度が適当である。ここで、１０２０／ｃｍ３とは、１ｃｍ３あたりに水素原子が１０２

０個存在するという意味である。
【００６３】
　本作製方法の具体例においては、レーザ発振器として、ラムダフィジック社製ＳＴＥＥ
Ｌ１０００（ＸｅＣｌエキシマレーザ）を使う。該エキシマレーザは、パルスレーザであ
り、最大エネルギーは、１パルスあたり１０００ｍＪ、発振波長は３０８ｎｍ、最大周波
数は３００Ｈｚである。基板１枚をレーザ処理する間、該パルスレーザの１パルスごとの
エネルギー変動は、±５％以内、好ましくは±２％以内に収まっていると、均一な結晶化
が行える。ここで述べているレーザエネルギーの変動は、以下のように定義する。すなわ
ち、基板１枚を照射している期間のレーザエネルギーの平均値を基準とし、その期間の最
小エネルギーまたは最大エネルギーと前記平均値との差を％で表したものである。
【００６４】
　レーザビームの照射は例えば、図２に示した照射面２０８をのせたステージを長方形状
のビームスポットの短辺方向に走査させながら行う。このとき、被照射面におけるビーム
スポットのエネルギー密度や、走査のスピードなどのプロセス条件は、実施者が適宜決め
ればよい。そのプロセス条件のおおよその目安として、エネルギー密度は３００ｍＪ／ｃ
ｍ２～１０００ｍＪ／ｃｍ２の範囲、走査のスピードは、長方形状のビームスポットの短
辺方向の幅が９０％程度もしくはそれ以上で互いに重なり合う範囲で適当なものを選ぶと
、均一なレーザアニールを行える可能性が高い。最適な走査スピードは、レーザ発振器の
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周波数に依存し、比例すると考えてよい。
【００６５】
　以上の処理を行うことにより、レーザアニール工程が終了する。前記工程を繰り返すこ
とにより、多数の基板を処理できる。該基板を利用して例えばアクティブマトリクス型の
液晶ディスプレイやＥＬディスプレイを公知の方法に従って作製することができる。本作
製方法においては、レーザ発振器にエキシマレーザを用いた。エキシマレーザはコヒーレ
ント長が数μｍと非常に小さいため、前記例の光学系に適している。
【００６６】
　以下に示すレーザにはコヒーレント長が長いものもあるが、作為的にコヒーレント長を
変えたものを用いればよい。ＹＡＧレーザの高調波やガラスレーザの高調波を用いても同
様な大出力が得られ、かつ珪素膜にレーザビームのエネルギーが良く吸収されるので好ま
しい。珪素膜の結晶化に適当なレーザ発振器として、ＹＶＯ４レーザ（高調波）、ＹＬＦ
レーザ（高調波）、Ａｒレーザなどがある。これらのレーザビームの波長域は珪素膜によ
く吸収される。
【００６７】
　前記した半導体装置の作製方法における具体例については、非単結晶半導体膜には非晶
質珪素膜を使ったが、本発明は他の非単結晶半導体にも適用できることが容易に推測でき
る。例えば、非単結晶半導体膜に非晶質珪素ゲルマニウム膜などの非晶質構造を有する化
合物半導体膜を使用しても良い。あるいは、非単結晶半導体膜に多結晶珪素膜を使用して
もよい。
【００６８】
　以下において、本発明に関し、半導体装置を作製するための実施例を挙げて更に具体的
に説明する。
【実施例１】
【００６９】
　以下に本発明を用いたＴＦＴの作製手順を簡略に図５を用いて示す。
【００７０】
　図５（Ａ）中、１０は、絶縁表面を有する基板、１１はブロッキング層となる絶縁膜、
１４はレーザビームの照射によって結晶構造を有する半導体膜である。
【００７１】
　図５（Ａ）において、基板１０はガラス基板、石英基板、セラミック基板などを用いる
ことができる。また、シリコン基板、金属基板またはステンレス基板の表面に絶縁膜を形
成したものを用いても良い。また、本工程の処理温度に耐えうる耐熱性を有するプラスチ
ック基板を用いてもよい。
【００７２】
　まず、図５（Ａ）に示すように基板１０上に酸化珪素膜、窒化珪素膜または酸化窒化珪
素膜（ＳｉＯｘＮｙ：ｘ＞ｙ＞０）等の絶縁膜から成る下地絶縁膜１１を形成する。代表
的な一例は下地絶縁膜１１として２層構造から成り、ＳｉＨ４、ＮＨ３、及びＮ２Ｏを反
応ガスとして成膜される窒化酸化珪素膜を５０～１００ｎｍ、ＳｉＨ４、及びＮ２Ｏを反
応ガスとして成膜される酸化窒化珪素膜を１００～１５０ｎｍの厚さに積層形成する構造
が採用される。また、下地絶縁膜１１の一層として膜厚１０ｎｍ以下の窒化珪素膜（Ｓｉ
Ｎ膜）、或いは窒化酸化珪素膜（ＳｉＮｘＯｙ：ｘ＞ｙ＞０）を用いることが好ましい。
また、窒化酸化珪素膜、酸化窒化珪素膜、窒化珪素膜とを順次積層した３層構造を用いて
もよい。
【００７３】
　次いで、下地絶縁膜上に非晶質構造を有する半導体膜を形成する。半導体膜は、シリコ
ンを主成分とする半導体材料を用いる。代表的には、非晶質シリコン膜又は非晶質シリコ
ンゲルマニウム膜などを公知の手段（スパッタ法、ＬＰＣＶＤ法、またはプラズマＣＶＤ
法等）により２５～８０ｎｍ（好ましくは３０～６０ｎｍ）の厚さで成膜する。本実施例
では、プラズマＣＶＤ法を用い、５５ｎｍの非晶質珪素膜を成膜する。次いで、結晶化処
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理を行って結晶構造を有する半導体膜を得る。この結晶化処理は、発明の実施の形態に示
したレーザ結晶化法を用いて行う。もちろん、レーザ結晶化法だけでなく、他の公知の結
晶化処理（ＲＴＡやファーネスアニール炉等を利用した熱結晶化法、ニッケル等の触媒を
用いた熱結晶化法等）と組み合わせて行ってもよい。
【００７４】
　図５（Ａ）は半導体膜１４に本発明のレーザ照射方法を適用して、レーザ結晶化法によ
り結晶質珪素膜を形成した工程断面図である。この工程により結晶構造を有する半導体膜
を得ることができる。また、図５レーザ結晶化法以外の方法で得られた結晶構造を有する
半導体膜の結晶化率を高めるために本発明のレーザ光を照射する工程を行ってもよい。そ
の場合には、レーザ光を照射する前に形成される表面の自然酸化膜を除去しておくことが
好ましい。レーザ照射方法については発明の実施の形態で示した方法を採用するのが好ま
しい。
【００７５】
　レーザ照射に用いるレーザ発振器としては、紫外光、可視光、又は赤外光を発振するこ
とが可能なレーザ発振器を用いることができる。レーザ発振器としては、ＫｒＦ、ＡｒＦ
、ＫｒＦ、ＸｅＣｌ、Ｘｅ等のエキシマレーザ発振器、Ｈｅ、Ｈｅ－Ｃｄ、Ａｒ、Ｈｅ－
Ｎｅ、ＨＦ等の気体レーザ発振器、ＹＡＧ、ＧｄＶＯ４、ＹＶＯ４、ＹＬＦ、ＹＡｌＯ３

などの結晶にＣｒ、Ｎｄ、Ｅｒ、Ｈｏ、Ｃｅ、Ｃｏ、Ｔｉ又はＴｍをドープした結晶を使
った固体レーザ発振器、ＧａＮ、ＧａＡｓ、ＧａＡｌＡｓ、ＩｎＧａＡｓＰ等の半導体レ
ーザ発振器を用いることができる。なお、固体レーザ発振器においては、基本波の第１高
調波～第５高調波を適用するのが好ましい。
【００７６】
　代表的には、レーザ光として波長４００ｎｍ以下のエキシマレーザ光や、ＹＡＧレーザ
の第２高調波、第３高調波を用いる。例えば、繰り返し周波数１０Ｈｚ～１００ＭＨｚ程
度のパルスレーザ光を用いる。
【００７７】
　これらのレーザを用いる場合には、レーザ発振器から放射されたレーザビームを光学系
で線状に集光し半導体膜に照射する方法を用いる。結晶化の条件は実施者が適宣選択する
ものであるが、エキシマレーザを用いる場合はパルス発振周波数３０～３００Ｈｚとし、
レーザーエネルギー密度を１００～８００ｍＪ／ｃｍ２（代表的には２００～７００ｍＪ
／ｃｍ２）とする。また、ＹＡＧレーザを用いる場合にはその第２高調波を用いパルス発
振周波数１～１００００Ｈｚとし、レーザエネルギー密度を３００～１０００ｍＪ／ｃｍ
２（代表的には３５０～８００ｍＪ／ｃｍ２）とすると良い。そして幅１００～１０００
μｍ、例えば４００μｍで線状に集光したレーザビームを基板全面に渡って照射する。
【００７８】
　次いで、フォトリソ技術を用いて選択的にエッチングを行い、半導体層１７を得る。（
図５（Ｂ））エッチングにおけるレジストマスク形成を行う前には半導体層を保護するた
めにオゾン含有水溶液、または酸素雰囲気でのＵＶ照射によってオゾンを発生させて酸化
膜を形成している。ここでの酸化膜はレジストのぬれ性を向上させる効果もある。
【００７９】
　なお、必要があれば、選択的なエッチングを行う前に、ＴＦＴのしきい値を制御するた
めに微量な不純物元素（ボロンまたはリン）のドーピングを上記酸化膜を介して行う。上
記酸化膜を介してドーピングを行った場合には、酸化膜を除去し、再度オゾン含有水溶液
によって酸化膜を形成する。
【００８０】
　次いで、半導体層１７の表面を覆って、ゲート絶縁膜１８となる珪素を主成分とする絶
縁膜を形成する。（図５（Ｃ））ここでは工程数削減のため、酸化膜を除去せずにゲート
絶縁膜１８を形成する。なお、ゲート絶縁膜１８を形成する前に酸化膜をフッ酸を含むエ
ッチャントにより除去してもよい。また、半導体層１７の酸化膜を完全に除去する必要は
特になく、薄く酸化膜を残していてもよい。オーバーエッチングして半導体層１７を露呈
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させてしまうと、半導体層１７の表面が不純物で汚染される恐れがある。
【００８１】
　次いで、ゲート絶縁膜１８の表面を洗浄した後、ゲート電極１９を形成する。次いで、
半導体にｎ型を付与する不純物元素（Ｐ、Ａｓ等）、ここではリンを適宜添加して、ソー
ス領域２０及びドレイン領域２１を形成し、チャネル形成領域２２を画定する。次いで、
層間絶縁膜３１を形成する。この層間絶縁膜３１としては、プラズマＣＶＤ法またはスパ
ッタ法を用い、厚さを１００～２００ｎｍとして珪素を含む絶縁膜で形成する。本実施例
では、プラズマＣＶＤ法により膜厚１５０ｎｍの酸化窒化珪素膜を形成した。もちろん、
層間絶縁膜３１は酸化窒化珪素膜に限定されるものでなく、他の珪素を含む絶縁膜を単層
または積層構造として用いても良い。その後、不純物元素を活性化するために加熱処理、
強光の照射、またはレーザ光の照射を行う。また、活性化と同時にゲート絶縁膜へのプラ
ズマダメージやゲート絶縁膜と半導体層との界面へのプラズマダメージを回復することが
できる。特に、室温～３００℃の雰囲気中において、表面または裏面からＹＡＧレーザの
第２高調波を照射して不純物元素を活性化させることは非常に有効である。ＹＡＧレーザ
はメンテナンスが少ないため好ましい活性化手段である。レーザアニール法を用いる場合
には、発明の実施の形態で示した方法を採用するのが好ましい。
【００８２】
　以降の工程は、層間絶縁膜２３を形成し、水素化を行って、ソース領域、ドレイン領域
に達するコンタクトホールを形成し、導電膜を成膜して選択的にエッチングを行い、ソー
ス電極２４、ドレイン電極２５を形成してＴＦＴ（ｎチャネル型ＴＦＴ）を完成させる。
（図５（Ｅ））ソース電極２４、ドレイン電極２５は、Ｍｏ、Ｔａ、Ｗ、Ｔｉ、Ａｌ、Ｃ
ｕから選ばれた元素、または前記元素を主成分とする合金材料若しくは化合物材料の単層
、またはこれらの積層で形成する。例えば、Ｔｉ膜と、純Ａｌ膜と、Ｔｉ膜との３層構造
、或いはＴｉ膜と、ＮｉとＣを含むＡｌ合金膜と、Ｔｉ膜との３層構造を用いる。さらに
後の工程で層間絶縁膜等を形成することを考慮して、電極断面形状をテーパー形状とする
ことが好ましい。
【００８３】
　また、本発明は図５（Ｅ）のＴＦＴ構造に限定されず、必要があればチャネル形成領域
とドレイン領域（またはソース領域）との間にＬＤＤ（Ｌｉｇｈｔｌｙ　Ｄｏｐｅｄ　Ｄ
ｒａｉｎ）領域を有する構造としてもよい。この構造はチャネル形成領域と、高濃度に不
純物元素を添加して形成するソース領域またはドレイン領域との間に低濃度に不純物元素
を添加した領域を設けたものであり、この領域をＬＤＤ領域と呼んでいる。さらにゲート
絶縁膜を介してＬＤＤ領域をゲート電極と重ねて配置させた構造としてもよい。
【００８４】
　また、ここではｎチャネル型ＴＦＴを用いて説明したが、ｎ型不純物元素に代えてｐ型
不純物元素を用いることによってｐチャネル型ＴＦＴを形成することができることは言う
までもない。
【００８５】
　また、ここではトップゲート型ＴＦＴを例として説明したが、ＴＦＴ構造に関係なく本
発明を適用することが可能であり、例えばボトムゲート型（逆スタガ型）ＴＦＴや順スタ
ガ型ＴＦＴに適用することが可能である。
【００８６】
　本発明のレーザアニール方法を採用することにより、輻射加熱あるいは伝導加熱を利用
するアニール法と比較し、処理時間を大幅に短縮でき、また基板を選択的に加熱して、基
板に殆ど熱的損傷を与えないで処理を行うことができる。そして、照射面におけるレーザ
光の形状が線状となるように光学系にて成形し、レーザ光の照射位置を照射面に対し相対
的に移動させて照射することで、一度に広い面積の半導体をアニールすることができ、高
い生産性を持つため工業的に優れている。本発明のレーザアニール方法を採用することに
より、レーザ光の形状を線状に成形するときに、その線方向の両端のピント位置がずれな
いように成形できるため、基板に対して一様にアニールを行うことができる。
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【実施例２】
【００８７】
　本実施例では、有機ＥＬディスプレイ、又は有機発光ダイオードとも呼ばれているＥＬ
素子を有する発光装置（図６）の作製方法について説明する。
【００８８】
　なお、有機化合物を含む層を発光層とするＥＬ素子は、有機化合物を含む層（以下、Ｅ
Ｌ層と記す）が陽極と、陰極との間に挟まれた構造を有し、陽極と陰極とに電界を加える
ことにより、ＥＬ層からルミネッセンス（Ｅｌｅｃｔｒｏ　Ｌｕｍｉｎｅｓｃｅｎｃｅ）
が生じる。またＥＬ素子からの発光は、一重項励起状態から基底状態に戻る際の発光（蛍
光）と三重項励起状態から基底状態に戻る際の発光（リン光）とがある。
【００８９】
　まず、基板８１０上に下地絶縁膜８１１を形成する。基板８１０側を表示面として発光
を取り出す場合、基板８１０としては、光透過性を有するガラス基板や石英基板を用いれ
ばよい。また、処理温度に耐えうる耐熱性を有する光透過性のプラスチック基板を用いて
もよい。また、基板８１０側とは逆の面を表示面として発光を取り出す場合、前述の基板
の他にシリコン基板、金属基板またはステンレス基板の表面に絶縁膜を形成したものを用
いても良い。ここでは基板８１０としてガラス基板を用いる。なお、ガラス基板の屈折率
は１．５５前後である。
【００９０】
　下地絶縁膜８１１としては、酸化シリコン膜、窒化シリコン膜または酸化窒化シリコン
膜などの絶縁膜から成る下地膜を形成する。ここでは下地膜として２層構造を用いた例を
示すが、前記絶縁膜の単層膜または２層以上積層させた構造を用いても良い。なお、特に
下地絶縁膜を形成しなくてもよい。
【００９１】
　次いで、下地絶縁膜上に半導体層を形成する。半導体層は、非晶質構造を有する半導体
膜を公知の手段（スパッタ法、ＬＰＣＶＤ法、またはプラズマＣＶＤ法等）により成膜す
る。次いで、結晶化処理を行って得られた結晶質半導体膜を得る。この結晶化処理は、発
明の実施の形態に示したレーザ結晶化法を用いて行う。もちろん、レーザ結晶化法だけで
なく、他の公知の結晶化処理（ＲＴＡやファーネスアニール炉等を利用した熱結晶化法、
ニッケルなどの触媒を用いた熱結晶化法等）と組み合わせて行ってもよい。結晶質半導体
膜の材料に限定はないが、好ましくはシリコンまたはシリコンゲルマニウム（ＳｉＧｅ）
合金などで形成すると良い。なお、レーザ光に用いるレーザ発振器としては、紫外光、可
視光、又は赤外光を発振することが可能なレーザ発振器を用いることができる。代表的に
は、レーザ光として波長４００ｎｍ以下のエキシマレーザ光や、ＹＡＧレーザの第２高調
波、第３高調波を用いる。例えば、繰り返し周波数１０Ｈｚ～１００ＭＨｚ程度のパルス
レーザ光を用いる。
【００９２】
　また、非晶質構造を有する半導体膜の結晶化処理または結晶化後のレーザ光照射に連続
発振のレーザを用いてもよく、非晶質半導体膜の結晶化に際し、大粒径に結晶を得るため
には、連続発振が可能な固体レーザを用い、基本波の第２高調波～第４高調波を適用する
のが好ましい。代表的には、Ｎｄ：ＹＶＯ４レーザ（基本波１０６４ｎｍ）の第２高調波
（５３２ｎｍ）や第３高調波（３５５ｎｍ）を適用すればよい。
【００９３】
　次いで、オゾン水で表面に約２ｎｍの極薄い酸化膜を形成する。次いで、ＴＦＴのしき
い値を制御するために微量な不純物元素（ボロンまたはリン）のドーピングを行う。本実
施例では、ジボラン（Ｂ２Ｈ６）を質量分離しないでプラズマ励起したイオンドープ法を
用い、ドーピング条件を加速電圧１５ｋＶ、ジボランを水素で１ｖｏｌ％に希釈したガス
流量３０ｓｃｃｍ、ドーズ量２×１０１２／ｃｍ２で非晶質シリコン膜にボロンを添加す
る。
【００９４】
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　次いで、表面の極薄い酸化膜を除去し、再度、薄い酸化膜を形成した後、第１のフォト
マスクを用いてレジストからなるマスクを形成し、所望の形状にエッチング処理して島状
に分離された半導体層を形成する。なお、この段階で半導体層の厚さは２５～８０ｎｍ（
好ましくは３０～７０ｎｍ）の厚さとなるように設定する。
【００９５】
　次いで、フッ酸を含むエッチャントで酸化膜を除去すると同時にシリコン膜の表面を洗
浄した後、ゲート絶縁膜８１２となる珪素を主成分とする絶縁膜を形成する。ここでは、
プラズマＣＶＤ法により１１５ｎｍの厚さで酸化窒化シリコン膜（組成比Ｓｉ：Ｏ：Ｎ：
Ｈ＝３２：５９：７：２）で形成する。
【００９６】
　次いで、ゲート絶縁膜８１２上に膜厚２０～１００ｎｍの第１の導電膜と、膜厚１００
～４００ｎｍの第２の導電膜とを積層形成する。本実施例では、ゲート絶縁膜上に膜厚５
０ｎｍの窒化タンタル膜、膜厚３７０ｎｍのタングステン膜を順次積層する。第１の導電
膜及び第２の導電膜を形成する導電性材料としてはＴａ、Ｗ、Ｔｉ、Ｍｏ、Ａｌ、Ｃｕか
ら選ばれた元素、または前記元素を主成分とする合金材料もしくは化合物材料で形成する
。
【００９７】
　次いで、第２のフォトマスクを用いてレジストマスクを形成し、ドライエッチング法ま
たはウェットエッチング法を用いてエッチングを行う。このエッチング工程によって、導
電膜をエッチングして、導電層８１４ａ、８１４ｂ、８１５ａ、８１５ｂを得る。本実施
例では、ＩＣＰ（Ｉｎｄｕｃｔｉｖｅｌｙ　Ｃｏｕｐｌｅｄ　Ｐｌａｓｍａ）エッチング
法を用い、エッチング条件（コイル型の電極に印加される電力量、基板側の電極に印加さ
れる電力量、基板側の電極温度等）を適宜調節することによって所望のテーパー形状に膜
を１回または複数回エッチングする。なお、エッチング用ガスとしては、Ｃｌ２、ＢＣｌ

３、ＳｉＣｌ４、ＣＣｌ４などを代表とする塩素系ガスまたはＣＦ４、ＳＦ６、ＮＦ３な
どを代表とするフッ素系ガス、またはＯ２を適宜用いることができる。導電層８１４ａの
テーパー部の角度は１５～４５°とし、導電層８１４ｂのテーパー部の角度は６０～８９
°とする。
【００９８】
　なお、導電層８１４ａ、８１４ｂはＴＦＴのゲート電極となり、導電層８１５ａ、８１
５ｂは端子電極となる。
【００９９】
　次いで、レジストマスクを除去した後、第３のフォトマスクを用いてレジストマスクを
新たに形成し、ここでは図示しないｎチャネル型ＴＦＴを形成するため、半導体にｎ型を
付与する不純物元素（代表的にはリン、またはＡｓ）を低濃度にドープするための第１の
ドーピング工程を行う。レジストマスクは、ｐチャネル型ＴＦＴとなる領域と、導電層の
近傍とを覆う。この第１のドーピング工程によって絶縁膜を介してドープを行い、低濃度
不純物領域を形成する。一つの発光素子は、複数のＴＦＴを用いて駆動させるが、ｐチャ
ネル型ＴＦＴのみで駆動させる場合には、上記ドーピング工程は特に必要ない。
【０１００】
　次いで、レジストマスクを除去した後、第４のフォトマスクを用いてレジストマスクを
新たに形成し、半導体にｐ型を付与する不純物元素（代表的にはボロン）を高濃度にドー
プするための第２のドーピング工程を行う。この第２のドーピング工程によってゲート絶
縁膜８１２を介してドープを行い、ｐ型の高濃度不純物領域８１７、８１８を形成し、チ
ャネル形成領域８１９を画定する。
【０１０１】
　次いで、第５のフォトマスクを用いてレジストマスクを新たに形成し、ここでは図示し
ないｎチャネル型ＴＦＴを形成するため、半導体にｎ型を付与する不純物元素（代表的に
はリン、またはＡｓ）を高濃度にドープするための第３のドーピング工程を行う。第３の
ドーピング工程におけるイオンドープ法の条件はドーズ量を１×１０１３～５×１０１５
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／ｃｍ２とし、加速電圧を６０～１００ｋｅＶとして行う。レジストマスクは、ｐチャネ
ル型ＴＦＴとなる領域と、導電層の近傍とを覆う。この第３のドーピング工程によってゲ
ート絶縁膜８１２を介してドープを行い、ｎ型の高濃度不純物領域を形成する。
【０１０２】
　この後、レジストマスクを除去し、水素を含む絶縁膜８１３を成膜した後、半導体層に
添加された不純物元素の活性化および水素化を行う。水素を含む絶縁膜８１３は、ＰＣＶ
Ｄ法により得られる窒化酸化珪素膜（ＳｉＮｘＯｙ：ｘ＞ｙ＞０）を用いる。不純物元素
の活性化および水素化は、加熱処理、強光の照射、またはレーザ光の照射によって行う。
この処理により、同時にゲート絶縁膜へのプラズマダメージやゲート絶縁膜と半導体層と
の界面へのプラズマダメージを回復することができる。特に、室温～３００℃の雰囲気中
において、表面または裏面からＹＡＧレーザの第２高調波を照射して不純物元素を活性化
させることは非常に有効である。ＹＡＧレーザはメンテナンスが少ないため好ましい活性
化手段である。レーザアニール法を用いる場合には、発明の実施の形態で示した方法を採
用するのが好ましい。なお、水素を含む絶縁膜８１３は、層間絶縁膜の１層目であり、酸
化珪素を含んでいる。
【０１０３】
　次いで、層間絶縁膜の２層目となる高耐熱性平坦化膜８１６を形成する。高耐熱性平坦
化膜８１６としては、塗布法によって得られるシリコン（Ｓｉ）と酸素（Ｏ）との結合で
骨格構造が構成される絶縁膜を用いる。本実施例では、塗布カップ内に基板が水平に収納
され、塗布カップごと全体が回転する機構と、塗布カップ内の雰囲気は圧力制御すること
ができる機構とを備えたスピン式の塗布装置を用い、シロキサン系ポリマーを溶媒（プロ
ピレングリコールモノメチルエーテル（分子式：ＣＨ３ＯＣＨ２ＣＨ（ＯＨ）ＣＨ３））
に溶解させた液状原料に用いた塗布材料液をノズルから滴下しながら徐々に基板をスピン
（回転数０ｒｐｍ→１０００ｒｐｍ）させて塗布材料液を遠心力で万遍なく広げる。次い
で、塗布装置に備えられたエッジリムーバーによって、エッジ除去処理を行う。次いで、
１１０℃のベークを１７０秒行ってプリベークを行う。次いで、スピン式の塗布装置から
基板を搬出して冷却した後、さらに２７０℃、１時間の焼成を行う。こうして膜厚０．８
μｍの高耐熱性平坦化膜８１６を形成する。
【０１０４】
　なお、シロキサンの構造により、例えば、シリカガラス、アルキルシロキサンポリマー
、アルキルシルセスキオキサンポリマー、水素化シルセスキオキサンポリマー、水素化ア
ルキルシルセスキオキサンポリマーなどに分類することができる。シロキサン系ポリマー
の一例としては、東レ製塗布絶縁膜材料であるＰＳＢ－Ｋ１、ＰＳＢ－Ｋ３１や触媒化成
製塗布絶縁膜材料であるＺＲＳ－５ＰＨが挙げられる。
【０１０５】
　次いで、高耐熱性平坦化膜８１６の脱水のため２５０℃～４１０℃、１時間の加熱を行
う。なお、この加熱処理で半導体層に添加された不純物元素の活性化および水素化を兼ね
てもよい。また、高耐熱性平坦化膜８１６上に３層目の層間絶縁膜として、ＰＣＶＤ法に
より得られる窒化酸化珪素膜（ＳｉＮｘＯｙ（ｘ＞ｙ＞０）：膜厚１００ｎｍ～２００ｎ
ｍ）を形成してもよい。３層目の層間絶縁膜を形成した場合、三層目は後に形成される配
線８２２または第１の電極をマスクとして選択的に除去することが好ましい。
【０１０６】
　次いで、第６のマスクを用いて高耐熱性平坦化膜８１６にコンタクトホールを形成する
と同時に周縁部の高耐熱性平坦化膜８１６を除去する。ここでは、絶縁膜８１３と選択比
が取れる条件でエッチング（ウェットエッチングまたはドライエッチング）を行う。用い
るエッチング用ガスに限定はないが、ここではＣＦ４、Ｏ２、Ｈｅ、Ａｒとを用いること
が適している。
【０１０７】
　次いで、第６のマスクをそのままマスクとしてエッチングを行い、露呈しているゲート
絶縁膜８１２、絶縁膜８１３を選択的に除去する。エッチング用ガスにＣＨＦ３とＡｒを
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用いてゲート絶縁膜８１２、絶縁膜８１３のエッチング処理を行う。なお、半導体層上に
残渣を残すことなくエッチングするためには、１０～２０％程度の割合でエッチング時間
を増加させると良い。
【０１０８】
　次いで、第６のマスクを除去し、導電膜（Ｔｉ、Ａｌ、Ｔｉの順で積層した導電膜、或
いはＭｏ、Ａｌ、Ｍｏの順で積層した導電膜）を形成した後、第７のマスクを用いてエッ
チングを行い、配線８２２を形成する。
【０１０９】
　次いで、第８のマスクを用いて第１の電極８２３Ｒ、８２３Ｇ、即ち、有機発光素子の
陽極（或いは陰極）を形成する。第１の電極８２３Ｒ、８２３Ｇの材料としては、Ｔｉ、
ＴｉＮ、ＴｉＳｉＸＮＹ、Ｎｉ、Ｗ、ＷＳｉＸ、ＷＮＸ、ＷＳｉＸＮＹ、ＮｂＮ、Ｃｒ、
Ｐｔ、Ｚｎ、Ｓｎ、Ｉｎ、またはＭｏから選ばれた元素、または前記元素を主成分とする
合金材料もしくは化合物材料、あるいはこれらの合金材料もしくは化合物材料を主成分と
する膜またはそれらの積層膜を総膜厚１００ｎｍ～８００ｎｍの範囲で用いればよい。
【０１１０】
　なお、基板８１０側を表示面として発光を取り出す場合には、第１の電極の材料として
、ＩＴＳＯ（酸化珪素を含むＩＴＯ（インジウム錫酸化物））を用いる。ＩＴＳＯは、熱
処理しても結晶化しないので平坦性がよく、洗浄や研磨を行って凸部をなくす処理が特に
必要ないため第１の電極の材料として望ましい。ＩＴＳＯの他、酸化珪素を含み酸化イン
ジウムに２～２０ａｔ％の酸化亜鉛（ＺｎＯ）を混合した透光性酸化物導電膜などの透明
導電膜を用いても良い。また、Ｇａを含むＺｎＯ（ＧＺＯとも呼ばれる）の透明導電膜を
用いても良い。
【０１１１】
　次いで、第９のマスクを用いて第１の電極８２３Ｒ、８２３Ｇの端部を覆う絶縁物８２
９（隔壁、障壁などと呼ばれる）を形成する。絶縁物８２９としては、塗布法により得ら
れる有機樹脂膜、或いはＳＯＧ（Ｓｐｉｎ　ｏｎ　Ｇｌａｓｓ）膜（例えば、アルキル基
を含むＳｉＯｘ膜）を膜厚０．８μｍ～１μｍの範囲で用いる。
【０１１２】
　次いで、有機化合物を含む層である正孔注入層８２４Ｈ、発光層８２４Ｒ、８２４Ｇ、
電子輸送層８２４Ｅを、蒸着法または塗布法を用いて形成する。なお、信頼性を向上させ
るため、正孔注入層８２４Ｈの形成前に真空加熱を行って脱気を行うことが好ましい。例
えば、有機化合物材料の蒸着を行う前に、基板に含まれるガスを除去するために減圧雰囲
気や不活性雰囲気で２００℃～４００℃の加熱処理を行うことが望ましい。本実施例では
、層間絶縁膜を高耐熱性を有するＳｉＯｘ膜で形成しているため、高い加熱処理に耐えう
る。
【０１１３】
　また、スピンコートを用いた塗布法により有機化合物を含む層を形成する場合、塗布し
た後、真空加熱で焼成することが好ましい。例えば、正孔注入層８２４Ｈとして作用する
ポリ（エチレンジオキシチオフェン）と、ポリ（スチレンスルホン酸）の水溶液（それぞ
れ、ＰＥＤＯＴ、ＰＳＳとも呼ぶ）を全面に塗布、焼成する。
【０１１４】
　また、正孔注入層は蒸着法によって形成してもよく、例えば、酸化モリブデン（ＭｏＯ
ｘ：ｘ＝２～３）等の酸化物とα－ＮＰＤや、該酸化物とルブレンを共蒸着して形成し、
ホール注入性を向上させることもできる。
【０１１５】
　次いで、有機化合物を含む層である発光層８２４Ｒ、８２４Ｇ、電子輸送層８２４Ｅの
形成に蒸着法を用い、真空度が０．６６５Ｐａ以下、好ましくは０．１３３×１０－１～
１０－３Ｔｏｒｒまで真空排気された成膜室で蒸着を行う。蒸着の際、予め、抵抗加熱に
より有機化合物は気化されており、蒸着時にシャッターが開くことにより基板の方向へ飛
散する。気化された有機化合物は、上方に飛散し、メタルマスクに設けられた開口部を通
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って基板に蒸着される。
【０１１６】
　フルカラー化するために、発光色（Ｒ、Ｇ、Ｂ）ごとにマスクのアライメントを行う。
なお、白色の発光を示す電界発光層を形成し、カラーフィルタ、又はカラーフィルタ及び
色変換層などを別途設けることによってフルカラー表示を行うこともできる。
【０１１７】
　例えば、発光層８２４ＲとしてＤＣＭが添加されたＡｌｑ３を４０［ｎｍ］成膜し、赤
色発光領域を形成する。また、発光層８２４ＧとしてＤＭＱＤが添加されたＡｌｑ３を４
０［ｎｍ］成膜し、緑色発光領域を形成する。また、ここでは図示していないが青色の発
光層としてＣＢＰ（４，４’－ビス（Ｎ－カルバゾリル）－ビフェニル）が添加されたＰ
ＰＤ（４，４’－ビス（Ｎ－（９－フェナントリル）－Ｎ－フェニルアミノ）ビフェニル
）を３０ｎｍ、ブロッキング層としてＳＡｌｑ（ビス（２－メチル－８－キノリノラト）
（トリフェニルシラノラト）アルミニウム）を１０［ｎｍ］成膜し、青色発光領域を形成
する。
【０１１８】
　次いで、電子輸送層８２４ＥとしてＡｌｑ３を４０［ｎｍ］成膜する。
【０１１９】
　次いで、第２の電極８２５、即ち、有機発光素子の陰極（或いは陽極）を形成する。第
２の電極８２５の材料としては、ＭｇＡｇ、ＭｇＩｎ、ＡｌＬｉ、ＣａＦ２、Ｃａ３Ｎ２

などの合金、または周期表の１族もしくは２族に属する元素とアルミニウムとを共蒸着法
により形成した膜を用いればよい。第２の電極８２５に透光性を持たせる場合には、透明
導電膜を形成すればよい。
【０１２０】
　また、第２の電極８２５を形成する前に陰極バッファ層としてＣａＦ２、ＭｇＦ２、ま
たはＢａＦ２からなる透光性を有する層（膜厚１ｎｍ～５ｎｍ）を形成してもよい。
【０１２１】
　また、第２の電極８２５を保護する保護層（窒化珪素または炭素を主成分とする薄膜）
を形成してもよい。
【０１２２】
　次いで、封止基板８３３をシール材８２８で貼り合わせて発光素子を封止する。シール
材８２８が高耐熱性平坦化膜８１６の端部（テーパー部）を覆うように貼りあわせる。な
お、シール材８２８で囲まれた領域には透明な充填材８２７を充填する。充填材８２７と
しては、透光性を有している材料であれば特に限定されず、代表的には紫外線硬化または
熱硬化のエポキシ樹脂を用いればよい。また、充填材８２７に乾燥剤を含ませてもよい。
ここでは屈折率１．５０、粘度５００ｃｐｓ、ショアＤ硬度９０、テンシル強度３０００
ｐｓｉ、Ｔｇ点１５０℃、体積抵抗１×１０１５Ω・ｃｍ、耐電圧４５０Ｖ／ｍｉｌであ
る高耐熱のＵＶエポキシ樹脂（エレクトロライト社製：２５００Ｃｌｅａｒ）を用いる。
また、充填材８２７を一対の基板間に充填することによって、全体の透過率を向上させる
ことができる。
【０１２３】
　また、液滴吐出法により不活性気体雰囲気または減圧下で封止基板８３３上にシール材
８２８をパターン形成した後、シールパターン内にインクジェット装置またはディスペン
サ装置で充填材８２７を滴下し、気泡が入らないように減圧下で一対の基板を貼りあわせ
てもよい。貼りあわせると同時に紫外線照射や熱処理を行って、減圧下でシール材８２８
を硬化させてもよい。なお、紫外線照射に加えて、熱処理を行ってもよい。
【０１２４】
　また、シール材８２８で囲まれた領域を乾燥した不活性気体で充填してもよい。気体で
充填する場合、封止基板８３３の一部を削って凹部を形成し、その凹部に乾燥剤を配置す
ることが好ましい。
【０１２５】
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　最後にＦＰＣ（フレキシブルプリントサーキット）８３２を異方性導電膜８３１により
公知の方法で端子電極として用いられる導電層８１５ａ、８１５ｂと貼りつける。導電層
８１５ａ、８１５ｂは、ゲート配線と同時に形成される。（図６（Ａ））なお、第１の電
極８２３Ｒ、８２３Ｇを形成する際、導電層８１５ａ、８１５ｂ上に透明導電膜を形成し
てもよい。
【０１２６】
　また、上面図を図６（Ｂ）に示す。図６（Ｂ）に示すように、高耐熱性平坦化膜の端部
８３４がシール材８２８で覆われている。なお、図６（Ｂ）中の鎖線Ａ－Ｂで切断した断
面図が図６（Ａ）に相当する。
【０１２７】
　こうして作製されたアクティブマトリクス型発光装置は、ＴＦＴの層間絶縁膜として高
耐熱性平坦化膜８１６、代表的にはシリコン（Ｓｉ）と酸素（Ｏ）との結合で骨格構造が
構成される材料とし、さらに第１の電極にも酸化珪素を含ませている。アクティブマトリ
クス型発光装置の構成材料を比較的安定である酸化珪素を含む材料として、発光装置の信
頼性を向上させている。
【０１２８】
　第１の電極を透明材料、第２の電極を金属材料とすれば、基板８１０を通過させて光を
取り出す構造、即ちボトムエミッション型となる。また、第１の電極を金属材料、第２の
電極を透明材料とすれば、封止基板８３３を通過させて光を取り出す構造、即ちトップエ
ミッション型となる。また、第１の電極および第２の電極を透明材料とすれば、基板８１
０と封止基板８３３の両方を通過させて光を取り出す構造とすることができる。本発明は
、適宜、いずれか一の構造とすればよい。
【０１２９】
　また、本発明の発光装置において、画面表示の駆動方法は特に限定されず、例えば、点
順次駆動方法や線順次駆動方法や面順次駆動方法などを用いればよい。代表的には、線順
次駆動方法とし、時分割階調駆動方法や面積階調駆動方法を適宜用いればよい。また、発
光装置のソース線に入力する映像信号は、アナログ信号であってもよいし、デジタル信号
であってもよく、適宜、映像信号に合わせて駆動回路などを設計すればよい。
【０１３０】
　さらに、ビデオ信号がデジタルの発光装置において、画素に入力されるビデオ信号が定
電圧（ＣＶ）のものと、定電流（ＣＣ）のものとがある。ビデオ信号が定電圧のもの（Ｃ
Ｖ）には、発光素子に印加される電圧が一定のもの（ＣＶＣＶ）と、発光素子に印加され
る電流が一定のもの（ＣＶＣＣ）とがある。また、ビデオ信号が定電流のもの（ＣＣ）に
は、発光素子に印加される電圧が一定のもの（ＣＣＣＶ）と、発光素子に印加される電流
が一定のもの（ＣＣＣＣ）とがある。
【０１３１】
　また、本発明の発光装置において、静電破壊防止のための保護回路（保護ダイオードな
ど）を設けてもよい。
【０１３２】
　また、ＴＦＴ構造に関係なく本発明を適用することが可能であり、例えば、トップゲー
ト型ＴＦＴや、ボトムゲート型（逆スタガ型）ＴＦＴや、順スタガ型ＴＦＴを用いること
が可能である。また、シングルゲート構造のＴＦＴに限定されず、複数のチャネル形成領
域を有するマルチゲート型ＴＦＴ、例えばダブルゲート型ＴＦＴとしてもよい。
【０１３３】
　またコントラストを高めるため、偏光板又は円偏光板を設けてもよい。例えば、表示面
の一面又は両面に偏光板、若しくは円偏光板を設けることができる。
【０１３４】
　本発明のレーザアニール方法を採用することにより、輻射加熱あるいは伝導加熱を利用
するアニール法と比較し、処理時間を大幅に短縮でき、また基板を選択的に加熱して、基
板に殆ど熱的損傷を与えないで処理を行うことができる。そして、照射面におけるレーザ



(27) JP 5084137 B2 2012.11.28

10

20

30

40

50

光の形状が線状となるように光学系にて成形し、レーザ光の照射位置を照射面に対し相対
的に移動させて照射することで、一度に広い面積の半導体をアニールすることができ、高
い生産性を持つため工業的に優れている。本発明のレーザアニール方法を採用することに
より、レーザ光の形状を線状に成形するときに、その線方向の両端のピント位置がずれな
いように成形できるため、基板に対して一様にアニールを行うことができる。
【実施例３】
【０１３５】
　実施例２では、画素部と端子部のみを図示したが、本実施例では、画素部と駆動回路と
端子部とを同一基板上に形成する例を図７に示す。
【０１３６】
　基板１６１０上に下地絶縁膜を形成した後、各半導体層を形成する。次いで、半導体層
を覆うゲート絶縁膜を形成した後、各ゲート電極、端子電極を形成する。次いで、ｎチャ
ネル型ＴＦＴ１６３６を形成するため、半導体にｎ型を付与する不純物元素（代表的には
リン、またはＡｓ）をドープし、ｐチャネル型ＴＦＴ１６３７を形成するため、半導体に
ｐ型を付与する不純物元素（代表的にはボロン）をドープしてソース領域およびドレイン
領域、必要であればＬＤＤ領域を適宜形成する。
【０１３７】
　次いで、層間絶縁膜となる高耐熱性平坦化膜１６１６を形成する。高耐熱性平坦化膜１
６１６としては、塗布法によって得られるシリコン（Ｓｉ）と酸素（Ｏ）との結合で骨格
構造が構成される絶縁膜を用いる。
【０１３８】
　次いで、マスクを用いて水素を含むＳｉＮｘＯｙ膜（ｘ＞ｙ＞０）および高耐熱性平坦
化膜にコンタクトホールを形成すると同時に基板の周縁部の高耐熱性平坦化膜を除去する
。ＳｉＮｘＯｙ膜（ｘ＞ｙ＞０）および高耐熱性平坦化膜は１回のエッチングでテーパー
形状としてもよいし、複数のエッチングによってテーパー形状にしてもよい。
【０１３９】
　次いで、高耐熱性平坦化膜１６１６をマスクとしてエッチングを行い、露呈している水
素を含むＳｉＮＯ膜またはゲート絶縁膜を選択的に除去する。
【０１４０】
　次いで、導電膜を形成した後、マスクを用いてエッチングを行い、ドレイン配線やソー
ス配線を形成する。
【０１４１】
　次いで、透明導電膜からなる第１の電極１６２３、即ち、有機発光素子の陽極（或いは
陰極）を形成する。同時に端子電極の上にも透明導電膜を形成する。
【０１４２】
　以降の工程は、実施例２と同様に絶縁物１６２９、有機化合物を含む層１６２４、導電
膜からなる第２の電極１６２５、透明保護層１６２６を形成し、封止基板１６３３をシー
ル材１６２８で貼り合わせて発光素子を封止する。なお、シール材１６２８で囲まれた領
域には透明な充填材１６２７を充填する。最後にＦＰＣ１６３２を異方性導電膜１６３１
により公知の方法で端子電極と貼りつける。端子電極は、ゲート配線と同時に形成された
電極とその上に透明導電膜を積層させたものであることが好ましい。
【０１４３】
以上の工程によって、画素部と駆動回路と端子部とを同一基板上に形成する。本実施例に
示すように同一基板上にｎチャネル型ＴＦＴとｐチャネル型ＴＦＴとを作製することがで
きるため、駆動回路や保護回路を同一基板上に作り込むことができ、駆動用のＩＣ（Ｉｎ
ｔｅｇｒａｔｅｄ　Ｃｉｒｃｕｉｔ）チップの実装部品を少なくすることができる。
【０１４４】
　また、本発明の発光装置は、同一基板上にｎチャネル型ＴＦＴとｐチャネル型ＴＦＴを
作製することに限定されず、画素部および駆動回路は、ｎチャネル型ＴＦＴのみで構成し
てもよいし、ｐチャネル型ＴＦＴのみで構成して工程を短縮してもよい。
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【実施例４】
【０１４５】
　本実施例では、アクティブマトリクス型の液晶表示装置（図８）の作製例を示す。
【０１４６】
　まず、実施例１に従って、基板１１００上に半導体層および該半導体層を活性層とする
ＴＦＴ１１０５などを作製して画素部を形成する。画素部は、マトリクス状に配置された
画素電極１１０１と、該画素電極と接続されているスイッチング素子、ここではトップゲ
ート型ＴＦＴ１１０５と、保持容量とで構成する。また、保持容量は、画素電極に接続し
た電極と、半導体層とで挟まれた絶縁膜を誘電体としている。本発明により、透過光量の
バラツキによる表示むらを低減することができる。また、本発明により、平坦な半導体層
が得られるため、均一な膜厚の絶縁膜が得られ、保持容量のバラツキが低減されている。
【０１４７】
　なお、本実施例ではオフ電流低減のため、チャネル形成領域を複数有するダブルゲート
型のＴＦＴとした例を示している。
【０１４８】
　また、画素部を形成したら、配向膜の形成、ラビング処理、球状スペーサ散布、或いは
柱状スペーサ形成、またはカラーフィルタの形成などを行う。
【０１４９】
　次いで、液滴吐出法により不活性気体雰囲気または減圧下で対向基板上にシール材１１
０７をパターン形成する。ここでは、ディスペンサ装置またはインクジェット装置でシー
ル材１１０７を所定の位置（画素部を囲む閉パターン）に形成する。半透明なシール材１
１０７としてはフィラー（直径６μｍ～２４μｍ）を含み、且つ、粘度４０～４００Ｐａ
・ｓのものを用いる。なお、後に接する液晶に溶解しないシール材料を選択することが好
ましい。シール材としては、アクリル系光硬化樹脂やアクリル系熱硬化樹脂を用いればよ
い。また、簡単なシールパターンであるのでシール材１１０７は、印刷法で形成すること
もできる。次いで、シール材１１０７を仮硬化させておく。
【０１５０】
　次いで、シール材１１０７に囲まれた領域に液晶をインクジェット装置またはディスペ
ンサ装置により滴下する。液晶としては、インクジェット装置またはディスペンサ装置に
よって吐出可能な粘度を有する公知の液晶材料を用いればよい。また、液晶材料は温度を
調節することによって粘度を設定することができるため、液滴吐出法に適している。液滴
吐出法により無駄なく必要な量だけの液晶をシール材１１０７に囲まれた領域に保持する
ことができる。
【０１５１】
　液晶を滴下した後、気泡が入らないように減圧下で一対の基板を貼りあわせる。ここで
は、貼りあわせると同時に紫外線照射や熱処理を行って、減圧下でシール材１１０７を硬
化させる。なお、紫外線照射に加えて、熱処理を行ってもよい。
【０１５２】
　次いで、適宜、パネルサイズの基板分断を行った後、ＦＰＣやＩＣや光学フィルムなど
を適宜貼り付け、液晶モジュールを作製する。
【０１５３】
　次いで、得られた液晶モジュールにバックライトバルブ１１０４およびミラーを設け、
カバー１１０６で覆えば、図８にその断面図の一部を示したようなアクティブマトリクス
型液晶表示装置（透過型）が完成する。また、バックライトを表示領域の外側に配置して
、導光板を用いてもよい。なお、カバーと液晶モジュールは接着剤や有機樹脂を用いて固
定する。また、透過型であるので偏光板１１０３は、アクティブマトリクス基板と対向基
板の両方に貼り付ける。また、他の光学フィルム（反射防止フィルムや偏光性フィルムな
ど）や、保護フィルム（図示しない）を設けてもよい。
【０１５４】
　なお、図８中、１１００は基板、１１０１は画素電極、１１０２は柱状のスペーサ、１
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１０７はシール材、１１２０はカラーフィルタとして機能する着色層、１１２５は平坦化
膜、１１２１は対向電極、１１２２、１１２３は配向膜、１１２４は液晶層、１１１９は
保護膜である。
【０１５５】
　また、本発明の液晶表示装置は、同一基板上にｎチャネル型ＴＦＴとｐチャネル型ＴＦ
Ｔを作製することに限定されず、画素部および駆動回路は、ｎチャネル型ＴＦＴのみで構
成してもよいし、ｐチャネル型ＴＦＴのみで構成して工程を短縮してもよい。
【０１５６】
　本発明のレーザアニール方法を採用することにより、輻射加熱あるいは伝導加熱を利用
するアニール法と比較し、処理時間を大幅に短縮でき、また基板を選択的に加熱して、基
板に殆ど熱的損傷を与えないで処理を行うことができる。そして、照射面におけるレーザ
光の形状が線状となるように光学系にて成形し、レーザ光の照射位置を照射面に対し相対
的に移動させて照射することで、一度に広い面積の半導体をアニールすることができ、高
い生産性を持つため工業的に優れている。本発明のレーザアニール方法を採用することに
より、レーザ光の形状を線状に成形するときに、その線方向の両端のピント位置がずれな
いように成形できるため、基板に対して一様にアニールを行うことができる。それにより
、この方法を用いた液晶表示装置は動作特性および信頼性の向上を実現できるという効果
を奏することができる。
【実施例５】
【０１５７】
　以下に本発明を用いた電界効果トランジスタ（以下、ＦＥＴという）の作製手順を簡略
に図９（Ａ）及び図９（Ｂ）を用いて示す。
【０１５８】
　まず、単結晶シリコンからなるシリコン基板３０１を用意する。そして、シリコン基板
の主面（素子形成面または回路形成面）の第１の素子形成領域にｎ型ウェル３０２を、第
２の素子形成領域にｐ型ウェル３０３をそれぞれ選択的に形成する。
【０１５９】
　次いで、第１の素子形成領域と第２の素子形成領域とを区画するための素子分離領域と
なるフィールド酸化膜３０６を形成する。フィールド酸化膜３０６は厚い熱酸化膜であり
、公知のＬＯＣＯＳ（ｌｏｃａｌ　ｏｘｉｄａｔｉｏｎ　ｏｆ　ｓｉｌｉｃｏｎ）法を用
いて形成すればよい。なお、素子分離法は、ＬＯＣＯＳ法に限定されず、例えば素子分離
領域はトレンチ分離法を用いてトレンチ構造を有していてもよいし、ＬＯＣＯＳ構造とト
レンチ構造の組み合わせであってもよい。
【０１６０】
　次いで、シリコン基板の表面を、例えば熱酸化させることによってゲート絶縁膜を形成
する。ゲート絶縁膜は、ＣＶＤ法を用いて形成してもよく、酸化窒化珪素膜や酸化珪素膜
や窒化珪素膜やそれらの積層膜を用いることができる。例えば、熱酸化により得られる膜
厚５ｎｍの酸化珪素膜とＣＶＤ法で得られる膜厚１０ｎｍ～１５ｎｍの酸化窒化珪素膜の
積層膜を形成する。
【０１６１】
　次いで、ポリシリコン層３１１ａ、３１７ａとシリサイド層３１１ｂ、３１７ｂとの積
層膜を全面に形成し、積層膜を選択的にエッチングすることによってゲート絶縁膜上にポ
リサイド構造を有するゲート電極３１１、３１７を形成する。ポリシリコン層３１１ａ、
３１７ａは低抵抗化するために予め、１０２１／ｃｍ３程度の濃度でリン（Ｐ）をドープ
しておいても良いし、ポリシリコン層を形成した後に高濃度でｎ型不純物を拡散させても
良い。また、シリサイド層３１１ｂ、３１７ｂを形成する材料はモリブデンシリサイド（
ＭｏＳｉｘ）、タングステンシリサイド（ＷＳｉｘ）、タンタルシリサイド（ＴａＳｉｘ
）、チタンシリサイド（ＴｉＳｉｘ）などを適用することが可能であり、公知の方法に従
い形成すれば良い。
【０１６２】
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　次いで、ゲート絶縁膜を介してシリコン半導体基板にｎ型不純物またはｐ型不純物を浅
く低濃度でイオン注入を行い、ｐ－領域３０７、ｎ－領域３１３を形成する。このｐ－領
域３０７、ｎ－領域３１３を形成することによって、ゲート電極端部で不純物の濃度勾配
ができ、ＦＥＴの信頼性が向上する。
【０１６３】
　本実施例は、ＣＭＯＳを製造する場合であるので、ｐチャネル型ＦＥＴを形成すべき第
１の素子形成領域をレジスト材料で被覆し、ｎ型不純物であるヒ素（Ａｓ）やリン（Ｐ）
をシリコン基板に注入する。また、ｎチャネル型ＦＥＴを形成すべき第２の素子形成領域
をレジスト材料で被覆し、ｐ型不純物であるボロン（Ｂ）をシリコン基板に注入する。
【０１６４】
　次いで、注入された不純物イオンの活性化および、イオン注入によって発生したシリコ
ン基板における結晶欠陥を回復するために、第１回目の活性化処理を行う。本実施例にお
いては、発明の実施の形態に示したレーザアニール方法を用いて活性化を行う。このとき
、Ｓｉの融点程度の温度まで半導体基板を瞬間的に加熱し、表面の薄い層を局所的に加熱
して活性化する。本プロセスにより、注入されている不純物を十分に活性化することがで
きる。また、本プロセスによる不純物の移動距離は１ｎｍ程度以下と短く、これによって
不純物の拡散を極力抑えることができる。
【０１６５】
　次いで、ゲート電極の側壁にサイドウォール３１２、３１８を形成する。例えば酸化珪
素からなる絶縁材料層を全面にＣＶＤ法にて堆積させ、かかる絶縁材料層をエッチバック
することによってサイドウォールを形成すればよい。エッチバックの際に自己整合的にゲ
ート絶縁膜を選択的に除去してもよい。また、エッチバック後にゲート絶縁膜のエッチン
グを行ってもよい。こうして、ゲート電極の幅と、そのゲート電極の側壁の両側に設けら
れたサイドウォールの幅とを合計した幅を有するゲート絶縁膜３１０、３１６が形成され
る。
【０１６６】
　次いで、ソース領域およびドレイン領域を形成するために、露出したシリコン基板にイ
オン注入を行う。ＣＭＯＳを製造する場合であるので、ｐチャネル型ＦＥＴを形成すべき
第１の素子形成領域をレジスト材料で被覆し、ｎ型不純物であるヒ素（Ａｓ）やリン（Ｐ
）をシリコン基板に注入してソース領域３１４及びドレイン領域３１５を形成する。また
、ｎチャネル型ＦＥＴを形成すべき第２の素子形成領域をレジスト材料で被覆し、ｐ型不
純物であるボロン（Ｂ）をシリコン基板に注入してソース領域３０８及びドレイン領域３
０９を形成する。
【０１６７】
　次いで、イオン注入された不純物の活性化および、イオン注入によって発生したシリコ
ン基板における結晶欠陥を回復するために、第２回目の活性化処理を行う。第２回目の活
性化処理も、発明の実施の形態に示したレーザアニール方法を用いて活性化を行う。この
段階での断面図が図９（Ａ）に相当する。
【０１６８】
　そして、活性化後に層間絶縁膜やプラグ電極やメタル配線等を形成する。第１の層間絶
縁膜３３１は、プラズマＣＶＤ法や減圧ＣＶＤ法を用いて酸化シリコン膜や酸化窒化シリ
コン膜などで１００～２０００ｎｍの厚さに形成する。さらにその上にリンガラス（ＰＳ
Ｇ）、あるいはボロンガラス（ＢＳＧ）、もしくはリンボロンガラス（ＰＢＳＧ）の第２
の層間絶縁膜３３２が形成する。第２の層間絶縁膜３３２は、平坦性を上げるため、スピ
ンコート法や常圧ＣＶＤ法で作製する。
【０１６９】
　ソース電極３３３、３３５、及びドレイン電極３３４、３３６は、第１の層間絶縁膜３
３１および第２の層間絶縁膜３３２にそれぞれのＦＥＴのソース領域及びドレイン領域に
達するコンタクトホールを形成した後に形成するもので、低抵抗材料として通常良く用い
られるアルミニウム（Ａｌ）を用いると良い。また、Ａｌとチタン（Ｔｉ）の積層構造と
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しても良い。
【０１７０】
　また、ここでは図示していないが、第１の層間絶縁膜３３１および第２の層間絶縁膜３
３２にゲート電極に達するコンタクトホールが設けられ、第１の層間絶縁膜上に設けられ
ている配線と電気的に接続する電極が形成する。
【０１７１】
　最後に、パッシベーション膜３４１と第３の層間絶縁膜３４２を形成し、図９（Ｂ）の
状態を得る。図９（Ｂ）において向かって左側がｐチャネル型ＦＥＴ４０１であり、右側
がｎチャネル型ＦＥＴ４０２である。
【０１７２】
　パッシベーション膜３４１は、プラズマＣＶＤ法で窒化シリコン膜、または酸化シリコ
ン膜、あるいは窒化酸化シリコン膜で形成されている。さらに、第３の層間絶縁膜３４２
は有機樹脂材料で１μｍ～２μｍの厚さに形成する。有機樹脂材料として、ポリイミド、
ポリアミド、アクリル、ベンゾシクロブテン（ＢＣＢ）などを用いることができる。有機
樹脂膜を用いることの利点は、膜の形成方法が簡単である点や、比誘電率が低いので寄生
容量を低減できる点、平坦化するのに適している点などがある。勿論、上述した以外の有
機樹脂膜を用いても良い。
【０１７３】
　本発明のレーザアニール方法を採用することにより、輻射加熱あるいは伝導加熱を利用
するアニール法と比較し、処理時間を大幅に短縮でき、また基板を選択的に加熱して、基
板に殆ど熱的損傷を与えないで処理を行うことができる。そして、照射面におけるレーザ
光の形状が線状となるように光学系にて成形し、レーザ光の照射位置を照射面に対し相対
的に移動させて照射することで、一度に広い面積の半導体をアニールすることができ、高
い生産性を持つため工業的に優れている。本発明のレーザアニール方法を採用することに
より、レーザ光の形状を線状に成形するときに、その線方向の両端のピント位置がずれな
いように成形できるため、基板に対して一様にアニールを行うことができる。
【実施例６】
【０１７４】
本発明のレーザアニール法を用いて作製したＴＦＴを集積した集積回路を搭載し、様々な
電子機器を完成させることができる。また、本発明のレーザアニール法を用いて作製した
ＴＦＴをスイッチング素子とし、該スイッチング素子に接続する画素電極を設けることに
よってアクティブマトリクス基板を作製することができ、該アクティブマトリクス基板を
用いて電子機器の表示部を構成し、様々な電子機器を完成させることができる。
【０１７５】
　そのような電子機器としては、パーソナルコンピュータ、ゲーム機器、携帯情報端末（
モバイルコンピュータ、携帯電話、携帯型ゲーム機または電子書籍等）、ビデオカメラ、
デジタルカメラ、プロジェクター、ナビゲーションシステム、音響再生装置（カーオーデ
ィオ、オーディオコンポ等）、記録媒体を備えた画像再生装置（具体的にはＤｉｇｉｔａ
ｌ　Ｖｅｒｓａｔｉｌｅ　Ｄｉｓｃ（ＤＶＤ））等が挙げられる。
【０１７６】
　本発明の電子機器の１つである携帯電話を例に挙げ、図１０に示す。本実施例は、実施
例２～４で説明したＥＬ素子を有する発光装置またはアクティブマトリクス型の液晶表示
装置で携帯電話機９００を完成させる一例について例示する。
【０１７７】
　図１０で示す携帯電話機は、操作スイッチ類９０４、マイクロフォン９０５などが備え
られた本体（Ａ）９０１と、表示パネル（Ａ）９０８、表示パネル（Ｂ）９０９、スピー
カ９０６などが備えられた本体（Ｂ）９０２とが、蝶番９１０で開閉可能に連結されてい
る。表示パネル（Ａ）９０８と表示パネル（Ｂ）９０９は、回路基板９０７と共に本体（
Ｂ）９０２の筐体９０３の中に収納される。表示パネル（Ａ）９０８及び表示パネル（Ｂ
）９０９の画素部は筐体９０３に形成された開口窓から視認できように配置される。
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【０１７８】
　表示パネル（Ａ）９０８と表示パネル（Ｂ）９０９は、その携帯電話機９００の機能に
応じて画素数などの仕様を適宜設定することができる。例えば、表示パネル（Ａ）９０８
を主画面とし、表示パネル（Ｂ）９０９を副画面として組み合わせることができる。
【０１７９】
　表示パネル（Ａ）９０８は、本発明のレーザアニール方法を採用することにより、輻射
加熱あるいは伝導加熱を利用するアニール法と比較し、処理時間を大幅に短縮でき、また
基板を選択的に加熱して、基板に殆ど熱的損傷を与えないで処理を行うことができる。そ
して、照射面におけるレーザ光の形状が線状となるように光学系にて成形し、レーザ光の
照射位置を照射面に対し相対的に移動させて照射することで、一度に広い面積の半導体を
アニールすることができ、高い生産性を持つため工業的に優れている。本発明のレーザア
ニール方法を採用することにより、レーザ光の形状を線状に成形するときに、その線方向
の両端のピント位置がずれないように成形できるため、基板に対して一様にアニールを行
うことができる。それにより、この表示パネル（Ａ）９０８を備える電子機器は動作特性
および信頼性の向上を実現できるという効果を奏することができる。
【０１８０】
　このような表示パネルを用いることにより、表示パネル（Ａ）９０８を文字や画像を表
示する高精細のカラー表示画面とし、表示パネル（Ｂ）９０９を文字情報を表示する単色
の情報表示画面とすることができる。特に表示パネル（Ｂ）９０９をアクティブマトリク
ス型として、高精細化をすることにより、さまざまな文字情報を表示して、一画面当たり
の情報表示密度を向上させることができる。例えば、表示パネル（Ａ）９０８を、２～２
．５インチで６４階調、２６万色のＱＶＧＡ（３２０ドット×２４０ドット）とし、表示
パネル（Ｂ）９０９を、単色で２～８階調、１８０～２２０ｐｐｉの高精細パネルとすれ
ば、ローマ字、ひらながな、カタカナをはじめ、漢字やアラビア文字などを表示すること
ができる。
【０１８１】
　本実施例に係る携帯電話機は、その機能や用途に応じてさまざまな態様に変容し得る。
例えば、蝶番９１０の部位に撮像素子を組み込んで、カメラ付きの携帯電話機としても良
い。また、操作スイッチ類９０４、表示パネル（Ａ）９０８、表示パネル（Ｂ）９０９を
一つの筐体内に納めた構成としても、上記した作用効果を奏することができる。また、表
示部を複数個そなえた情報表示端末に本実施例の構成を適用しても、同様な効果を得るこ
とができる。
【実施例７】
【０１８２】
　本発明のレーザアニール法を用いて作製したＴＦＴを用いて様々な電子機器を完成させ
ることができる。その具体例を図１１～１３を用いて説明する。
【０１８３】
　図１１は表示パネル１７１１と、回路基板１７２１を組み合わせ接続配線１７３１によ
り接続した液晶モジュールあるいはＥＬモジュールを示している。回路基板１７２１には
、例えば、コントロール回路１７２２や信号分割回路１７２３などが形成されている。
【０１８４】
　この表示パネル１７１１は、画素部１７１２と、走査線駆動回路１７１３、選択された
画素にビデオ信号を供給する信号線駆動回路１７１４を備えており、この構成は実施例２
、３または４と同様である。
【０１８５】
　この液晶モジュールあるいはＥＬモジュールによりテレビ受像機を完成させることがで
きる。図１２は、テレビ受像機の主要な構成を示すブロック図である。チューナ１８１１
は映像信号と音声信号を受信する。映像信号は、映像信号増幅回路１８１２と、そこから
出力される信号を赤、緑、青の各色に対応した色信号に変換する映像信号処理回路１８１
３と、その映像信号をドライバＩＣの入力仕様に合わせて変換するためのコントロール回
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路１８１４により処理される。コントロール回路１８１４は、走査線側と信号線側にそれ
ぞれ信号を出力する。デジタル駆動する場合には、信号線側に信号分割回路１８１５を設
け、入力デジタル信号をｍ個に分割して供給する構成としても良い。表示パネル１７１１
は図１１と同様であり、画素部１７１２と、走査線駆動回路１７１３、選択された画素に
ビデオ信号を供給する信号線駆動回路１７１４を備えている。
【０１８６】
　チューナ１８１１で受信した信号のうち、音声信号は音声信号増幅回路１８２１に送ら
れ、その出力は音声信号処理回路１８２２を経てスピーカ１８２３に供給される。制御回
路１８３１は受信局（受信周波数）や音量の制御情報を入力部１８３２から受け、チュー
ナ１８１１や音声信号処理回路１８２２に信号を送出する。
【０１８７】
　図１３に示すように、液晶モジュールあるいはＥＬモジュールを筐体１９１１に組みこ
んで、テレビ受像機を完成させることができる。液晶モジュールあるいはＥＬモジュール
により、表示画面１９１２が形成される。また、スピーカ１８２３、操作スイッチ１９１
４などが適宜備えられている。
【０１８８】
　このテレビ受像機は、表示パネル１７１１を含んで構成される。この表示パネル１７１
１は、本発明のレーザアニール方法を採用することにより、輻射加熱あるいは伝導加熱を
利用するアニール法と比較し、処理時間を大幅に短縮でき、また基板を選択的に加熱して
、基板に殆ど熱的損傷を与えないで処理を行うことができる。そして、照射面におけるレ
ーザ光の形状が線状となるように光学系にて成形し、レーザ光の照射位置を照射面に対し
相対的に移動させて照射することで、一度に広い面積の半導体をアニールすることができ
、高い生産性を持つため工業的に優れている。本発明のレーザアニール方法を採用するこ
とにより、レーザ光の形状を線状に成形するときに、その線方向の両端のピント位置がず
れないように成形できるため、基板に対して一様にアニールを行うことができる。それに
より、この表示パネル１７１１を備えたテレビ受像機は動作特性および信頼性の向上を実
現できるという効果を奏することができる。
【０１８９】
　勿論、本発明はテレビ受像機に限定されず、コンピュータのモニタをはじめ、鉄道の駅
や空港などにおける情報表示盤や、街頭における広告表示盤など特に大面積の表示媒体と
して様々な用途に適用することができる。
【図面の簡単な説明】
【０１９０】
【図１】本発明が開示するレーザ照射装置によるエネルギー分布の均一化を説明する図。
【図２】本発明が開示するレーザ照射装置の例を示す図。
【図３】本発明が開示するレーザ照射装置のシリンドリカルレンズアレイの例を示す図。
【図４】ビームスポットのエネルギー分布の例を示す図。
【図５】ＴＦＴの作製工程の断面図
【図６】アクティブマトリクス型ＥＬ表示装置の構成を示す断面図
【図７】ＥＬ表示装置の断面図
【図８】アクティブマトリクス型液晶表示装置の断面図
【図９】ＦＥＴの作製工程の断面図
【図１０】電子機器の一例を示す図
【図１１】電子機器の一例を示す図
【図１２】電子機器の一例を示す図
【図１３】電子機器の一例を示す図
【図１４】像面湾曲が形成される例を示す図
【符号の説明】
【０１９１】
１０　基板
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１１　下地絶縁膜
１４　半導体膜
１７　半導体層
１８　ゲート絶縁膜
１９　ゲート電極
２０　ソース領域
２１　ドレイン領域
２２　チャネル形成領域
２３　層間絶縁膜
２４　ソース電極
２５　ドレイン電極
３１　層間絶縁膜
１０１　長辺方向形成用シリンドリカルレンズアレイ
１０２　短辺方向形成用シリンドリカルレンズアレイ
１０３　短辺方向集光用シリンドリカルレンズ
１０４　長辺方向集光用凸シリンドリカルレンズ
１０５ａ　均一面上の点
１０５ｂ　均一面上の点
１０６　短辺方向集光用シリンドリカルレンズ
１０７　照射面
１０７ａ　照射面上の点
１０７ｂ　照射面上の点
２０１　レーザ発振器
２０２ａ　球面レンズ
２０２ｂ　球面レンズ
２０３ａ　短辺方向形成用シリンドリカルレンズアレイ
２０３ｂ　短辺方向形成用シリンドリカルレンズアレイ
２０４　長辺方向形成用シリンドリカルレンズアレイ
２０５　短辺方向集光用シリンドリカルレンズ
２０６　長辺方向集光用シリンドリカルレンズ
２０７　短辺方向集光用シリンドリカルレンズ
２０７ａ　シリンドリカルレンズ
２０７ｂ　シリンドリカルレンズ
２０８　照射面
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【図１２】 【図１３】
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